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「

社
会
主
義
経
済
学」

の
対
象
と
方
法
( H
)

——
「

過
渡
期
の
理
論」

に
つ
い
て——

り

平

ま
え
が
き

一
、
広
義
の
経
済
学
と
古
典
的
命
題，

.

ニ
、「

社
会
主
義
経
済
学」

の
生
成
と
対
象
の
再
確
定

(

以

上

㈠

本
誌
三
月
号)

三
、「

社
会
主
義
経
済
学
1- 

.の
転
換 

:

四
、
中
国
に
お
け
る
：「

過
渡
期
の
理
論」

'と
社
会
主
義
政
治
経
^
^
理
論
生
成
の
特
質

(

以

上

㈡

四
月
号
'

五
、
中
国
に
お
け
る
企
業
形
態
と
経
営
方
式
の
社
会
主
義
的
性
格
.

.
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〃
リ
ー
べ
ル
マ
ン
方
式
"
拒
否
の
理
論
的
基
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社
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主
義
経
済
建
設
の
論
理
と「

社
会
主
義
経
済
学
1_—(

以

上

㈢

本
き

「

社
会
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義
経
済
学」

の
対
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と
^
;法
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第 2 表 I 国民所得中に占める農業所得とその割合（堆 位 1 0 億元)
国 民 所 得 内 農業所得 内 非 農 業 所 得

m 数 % 実 数 % 実 数 % 内従業員 
報 削

非国営企 
業所得

国営企業 
所 得1950 .

1951
45 .42 100 28. 70 70.4 16.72 29.6 1 1 .0 ’° 14. 4 %
60. 96 100 36. 00 61.2 24. 96 38.8 14.2 16.7 7.9

1952 67. 86 100 39. 00 57.7 28 .86 42.8 15.7 16.1 10.5
1953 82. 38 100 43 .40 53.6 38. 98 46.4

48.7
16.3 17.5 12.6

14.91954 88. 99 100 43. 60 51.3 45. 39 16.4 17.4
1955 9 2 .10 100 46. 30 51.6 45. 80 48.4 16.5 15.9 16.0
1956 106. 43 100

100
49. 80 49.8 56. 63 50.2 19.2 14.2 16.8

1957 114.45 53. 20 49.8 61.25 50.2 19.8 13.6 . 1 6 . 8

Hallister, 1958.
石沢元晴，前田数夫訳「1950〜1 9 5 7年における中国の国民総生産と社会勘定，比頁及 

び 2 0 頁より作成。

1 9 5 6年に農業所得ははじめて5 0 % をわったことに注意。 

n 同 （別な資料よりみる）

牛 中 黄 「我国国民収入的積累和消費」2 1 頁。

国民所得 
総 額

内
ェ 業 農 業 建 築 業 運 輪  

通 信 $ 商 業

1952 100 18.0 59.2 3.0 4 .0 15.8
1956 100 26.4 48.1 5 .6 4. 4 15.5

「

社
会
主
義
経
済
学」

の
対
象
と
方
法
每

方
式
の
檢
討
を
行
い
、社
会
主
義
，経
済
成
立
前
の
、
 

半
植
民
地
的•

半
封
建
的
経
済
の
性
格
と
そ
の
生 

産
力
構
造(

水
準)

に
ふ
れ
た
。

一
九
四
九
年
前 

の
中
国
経
済
を
毛
沢
東
は「

買
弁
的
、
半
封
建
的 

国
家
独
占
資
本
主
義」

と
表
現
し
て
い
る
が
、

一
 

九
世
紀
半
ば
以
後
帝
国
主
義
支
配
の
下
に
そ
の
収 

取
機
構
に
寄
生
し(

買
弁)

、
そ
の
収
取
機
構
のj 

部
と
し
て
再
編
成
さ
れ
た
半
封
建
的
生
産
関

係

を
 

足
場
に
変
則
的
に
形
成
さ
れ
、
抗
日
戦
下
一
種
の 

国
家
資
本
主
義
を
形
成
し
た「

官
僚
資
本」

と
、

一
九
ニ
九
年
の
世
界
恐
慌
の
中
国
波
及
の
中
で
破 

•滅
し
て
ゆ
く「

民
族
資
本」

は
、
産
業
資
本
の
発 

展•

独
占
資
本
確
立——

国
家
独
占
資
本
主
義
と 

い
ぅ
"
正
常
な
"
自
立
的
発
展
か
ら
措
定
さ
れ
る 

V
わ
は
古
典
的
モ
，デ
ル
と
は
異
な
る
と
も
、
や
は 

り
資
本
主
義
の
形
成
で
あ
る
こ
と
に
変
り
は
な 

く
、
又
半
植
民
地
的
経
済
機
構
と
.は
外
国
資
本
に 

ょ
る
資
本
支
配(

資
本
の
法
則
の
質
徹)

と
そ
の 

影
響
下
に
あ
る
こ
と
を
い
み
す
る
。
毛
.沢
東
は
中 

国
に
お
い
て
ブ
ル
ジ
ョ
ア

ジ

ー

形
成
の
不
十
分
さ 

に
.
.比
し
て
大
幅
な
プ
.
ロ
，レ
タ
リ
ア
ー

ト

の
形
成
を 

指
摘
し
、
農
民
層
の
■絶
対
的
落
層
、
分
解
を
ふ
く 

め
.

そ
こ
に
移
行
のH

ネ
ル

—̂

を
み
と
め
て
い 

る
。
辛
亥
革
命
め
意
味
を
無
視
し
社
会
主
義
経
済

三
.(

四
六
五)

第 1 表中国本土における都市と農村の人口増加とその変化の比率

総人口に占める％ 年 間 増 加 率 : 平 均 増 加 率

都 市 農 村 都 市 農 村 都 市 農 村

1949 10. 60 89.40 — —

平均 

7. 50.
i

1

平均

1.30
ノ

1950 11.12 88. 88 7. 00 1.29
1951 11.78 88.22 7 .50 1.31
1952 12. 46 87. 54 8 .00 1.31
1953 13. 21 86. 79 8 .43 1 .41 \

平均 

5. 65

\

平均 

1 .72
/

1954 13.55 86.45 4.99 1.94
1955 13.48 86. 52 1.59 2.24
1956 14. 20 85. 80 7.60 1.29

「統計工作j 19 57年 1 1 号。中華人民共和国国家統計局編「関干 1956年度 

国民経済計劃執行結果的公報」2 2 頁にも同様の数字がある。

社会主義経済建設の土台が形成された（社会主義ゥクラ一 ドの支配的確立） 

I9 5 6年に総人口の弹が農村人口で占められているところに中国経済の 

性格が端的に示されていると同時に，人口増大部分が概ね都市に吸収されて 

いるところに，工業化の著るしい進展もみられる。因みに1949年の人口（実 

数）は 54 ,167万人。1 9 5 6年 は 6 2 ,7 8 0万 人 （同資料）（都市人口の中には周 

诏の村落をふくまない），都市人口の7 年間の増加実数は3 ,1 5 0万人である。

周
知
の
如
く
、

一
 

九
四
九
年
に
中
華
人
民
共
和
国
を
成
立
せ
し 

め
た
中
国
革
命
は
、
ブ
ル
ジ
ョ
ア
民
主
主
義
革
命
と
社
会
主
義
革 

命
の
二
つ
の
段
階
を
ふ
く
ん
で
い
た
。
プ
ロ
レ
タ
リ
ア
ー

ト

の
指 

導
す
る
、
社
会
主
義
革
命
に
成
長
転
化
せ
ね
ば
完
遂
で
き
ぬ
人
民 

民
主
主
義
革
命
.で
，あ
っ
た
。

ソ
ビ
エ
ト
政
権
成
立
過
程
に
お
け
る 

三
月
革
命
、
十
月
革
命
と
も
異
な
り
、
阿
片
戦
争
、
南
京
条
約
、
太 

平
天
国
、そ
し
て
辛
亥
革
命
を
経
、半
猶
民
地
的•

半
封
建
的
に
規 

定
さ
れ
た
中
国
経
済
の
本
来
的
な
生
産
の
直
接
的
担
い
手(

農
民
、
 

労
働
者
、
そ
し
て
民
族
資
本
家)

の
統
一
戦
線
に
よ
る
、
外
国
資
本 

支
配
と
そ
の
国
内
に
お
け
る
半
封
建
的
収
奪
機
構
に
対
す
る
勝
利 

で
あ
っ
た
。

私
は
す
で
に
先
稿「

社
会
主
義
経
済
建
設
に
お
け
る
後
進
国
型
と 

そ
の
中
国
的
展
開」

㈠

㈡

㈢(「

三
田
学
会
雑
誌」

第
五
十
八
巻
第 

三
号
、
第
四
号
、
第
六
号)

に
お
い
て
、
中
国
に
お
け
る
社
会
主
義 

.
経
済
移
行
の
構
造
的
特
質
と
そ
の
必
然
性
、
そ
し
て
そ
れ
ら
に
特
殊 

歴
史
的
に
規
定
さ
れ
る
、
労
農
政
権
成
立
後
の
社
会
主
義
経
済
建
設

、
中
国
に
お
け
る
企
業
形
態
と
経
営
方
式
の
社
会
主
義
的
性
格 

——
=

リ
ー
ベ
ル
マ
ン
方
式
"

拒
否
の
理
論
的
基
礎
I

ニ 

(

四
六
四)



移
行
の
必
然
性
と
.モ
メ
ン
ト
を
見
ず
、
あ
た
か
も
中
国
に
お
い
て
は
封
建
社
会(

半
植
民
地
的
•
半
封
建
的
と
い
う
規
定
を
基
本
的
に
そ
の
よ
う

に
と
っ
て) 

か
ら
社
会
主
義
社
会
に
移
行
す
る
過
程
で
、
革
命
後
資
本
主
義
の
部
分
的
発
展
を
み
と
め
て
い
る
よ
う

な
受
扠
り
方

は

、

1

、

中
国
経
済
の
実
状
と
も
あ
っ
て 

L
な

し

2

社
会
主
義
革
命
に
必
然
的
に
成
長
転
化
す
る
民
主
主
義
革
命
の
内
容
も

、.
3

、
社
会
主
義
経
済
建
設
過
程
に
残
存
す
る
資
本
主
義
企
業
の
生 

格
と
位
置
も
、
4

>
資
本
主
義
か
ら
共
産
主
義
へ
と

い

う

「

過
渡
期
理
論」

で
の
遺
制
、
' ブ
ル
ジ
ョ
ァ
的
権
利
の
意
味
と
限
界
も

不
明
に
す
る
と
思
わ
れ
る
。
 

こ
の
S
R
rに
関
す
る
毛
沢
東
の
a
論
は
卓
越
、
独
創
的
な
も
の
で
あ
り
、

そ
の
論
理
は
従
属
11
済
の
故
に
資
本
主
義
の
発
展
‘が
未
成
熟
で
あ
っ
て
も
社
会
主
^
 

に
移
^

^

る
客
観
的
条
件
の
勠
抉(

y

レ
丨

ユ
ン
の「

帝
国
主
義
論」

の
展
開)

で
あ
っ
て
、
資
本
主
義
形
成
の
否
定
で
は
決
し
て
あ
り
え
な
.い
こ
と

丈
用 

瞭
で
あ
る
。
 

•

一
九
四
九
年(

人
民
政
府
成
立
直
前)

に
国
民
党
政
府
の「

資
源
.委
員
会」

は
全
国
.の
鋼
鉄
生
産
量
の
九
〇
％
、
.
石
炭
の
：三
三
％
、
霜
力
の
六
七 

%

.
セ
メ
ン
ト
の
EH
五
％

石
油
と
非
鉄
金
属
の
全
部
を
に
ぎ
っ
て
い
た
。
官
僚
資
本
は
重
エ
業
生
産
を
お
さ
え
て
い
た
ば
か
り
で
な
く
、
軽
エ 

業
生
産
に
お
い
て
も
そ
の
支
配
す
る
織
機
は
全
国
の
機
诚
化
し
た
織
機
の
.六
〇
％
、
又
、
大
銀
行
、
全
国
の
鉄
道
、
自
動
琪
路
、
航
空
莖
輸
、
彪 

ト
ン
数
の
四
四
％
を
し
め
る
船
舶
輸
送
量
お
よ
び
十
い
く
つ
か
の
独
占
的
な
貿
易
商
社
を
お
さ
え
る
と
い
う
独
占
的
な
性
格
を
も

っ
た

、

一種
の
 

国
家
資
本
主
義(

毛
沢
東
に
よ
れ
ば「

半
封
建
的
国
家
独
占
資
本
主
1

*-
2))

で

あ

，
っ

た

。
.人
民
政
府
の
成
立
に
と
も
な
い
、

こ
の
国
民
党
政
府
と
官
僚
資 

本
家
階
級
に
属
し
て
い
た
す
ベ
て
の
生
産
手
段
は
国
^

化
さ
れ
た
。

す
な
わ
ち
一

九

四

'九

年

の

全
国
大

型

工
業
の
生
産
総

額

の

う

ち

、

社

会

主

 

義
的
国
営
工
業
の
し
め
る
比
重
は
四 

一
•
三
％
、
全
国
の
発
電
量
の
五
八
％
、
出
炭
量
の
六
八
％
、
鉄
鉄
生
産
® -
の
•九 
一’
j.
%
、
銅
鉄
生
産
量
の
九 

七
％
、

セ
メ
ン
ト
生
産
量
の
六
八
％
、

綿
糸
生
産
量
の
五
三
％

、

運
輸
業
、.
銀
行
、
,貿
易
公
司
の
ほ
と
ん
ど
が
国
営
経
済
に
入
っ
た
。
各
生
産 

部
門
に
お
け
る
国
営
企
業
化
の
比
率
は
第
三
表
の
如
く
で
あ
る
？
こ
の
時
期
に
製
紙
、

紛
績
の
よ
う
な
私
企
業
の
多
い
部
門
は
、

公
私
共
営
企
業 

の
形
で
の
問
題
を
残
す
こ
と
に
注
意
す
べ
き
で
あ
る
。

と
こ
ろ
で
こ
の
企
業
没
収
の
過
程
で
技
術
組
織
、
企
業
設
備
の
破
壊
を
さ
け
る
た
め
に
、
.私
的
所
有
の
揚
棄
、国
有
化
に
も
拘
ら
ず
、% '
i '
0 '
[k
' 

業
機
構
.を
否
定
し
な
か
っ
た
こ
と
は
、
生
産
再
開
•
回
復
に
架
利
’
^ '
か
と
同
時
に
、
{召
僚
資
本
主
義
の
下
で
の
生
産
管
理
制
度
が
持
ち
こ
ま
れ 

「

社
会
主
義
経
済
学」

の
対
象
と
方
法
辑
. 

五

(

四
^
七)

.

第 3 表 企 業 形 f虔別生産額の増大と変化

1949
(中華人民共和国成立）

1.95 ケ 
(経済復興■終了）

1956
(第1 次 5 ケ年計画後半)

実 数 % 実 数 % 実 数 %

1 国 営 企 業 68.2 84.5 92.3
石

合 作 社 営 ， — 0.1 0.2
炭 

(原炭)
公 私 共 営 3.5 3.7 7.2
資本i 義的 
私 営 28,3 11.7 0.3

2 国 営 133.7 万 KW 72.3 173 万 KW 88.1
電 合 作 社 営 〜 〜 〜

.•’ . ~

力

公 私 共 営 8.8 4.8 9.0 4.6
資本主義的 
私 営

42.4 22.9 14.4 7.3 • *

3
鉄

国 営
(1000元) 158, 231 82.5 (1000元） 1,157,250 84.5 (1000元） 3,371,464 81.7

合 作 社 営 158,231 , — ——— 4,428 ,■：

公 私 共 営 5,742 3.0 77,041 5.6 737,259 17,9
鋼

資本主義的 
私 営

27,323 14.2 131,629 9.6 —
手 工 業 502 0.3 3,674 0.3 . 11,764 0.3

4 国 営
(1000元） 200,531 66.67 (1000元） 925,703 63.0 (1955)2,305,876 75.6

機
械
エ
業

合 作 社 営 —— — . . ~~ — . — 一

公 私 共 営 2,993 1.03 58.962 4.1 366,012 12.1
資本主義的 
私 営 95,776 32,3 454,000 32.9 366,744 12.3

5 国 営
(1000元） 1,346,904 2,807,550 35.0 5,592,950 42:9

餅 合 作 社 営 .--： 350,080 4.4 ‘ 304.250 2.3

績

公 私 共 営 122,600 749,530 9.3 7,147,380 54.8
資本主義的 
私 営 2,502,130 63 4,108,350 51,3 399 〜 ：

6 国 営
(1000元) 76,600 56.1 437,050 66.7 - ( 1 9 5 5 )  693,598 70.6

製 合 作 社 営 --- —— ■ 2,190 0.3 6,515 0.7

紙

公 私 共 営 2,000 1.5 49,000 7.5 256,204 26.1
資本主義的 
私 営 58,000 42.4 167,000 25.5 26,474 2.6

国家統計局工業統計司編r我国錮鉄，電力, 煤炭，機械，紡織，造紙工業的今昔」. 1958 
より作成。年を追って私営企業の減少，国営企業の拡大のみならず公私共営企業自体 

の実数の増大に注意せられたい。

四

(

四
六
六)



る
条
件
を
残
し
た
か
ら
、
所
有
制
の
変
革
と
は
別
に
管
理
制
度
の
改
革
が
日
程
に
の
ぼ
ら
ざ
る
を
え
な
い
。
国
営
企
業
創
出
時
の
こ
の
課
題
太
、
 

そ
の
淵
源
を
"
人
民
民
主
主
義
革
命
方
式
"

に
よ
る
社
会
主
義
経
済
開
始
と
、
そ
の
生
産
力
構
造
の
後
進
的
性
格(

前
出
、先
三
稿
参
照)

に
も
つ
わ 

け
で
あ
る
が
、
翦

で

述

べ

た

「

過
渡
期
理
論」

の

畫

麗

Q

把
握
の
仕
方
と
極
め
て
大
t

簾

、I

る
と
い
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

国
営
企
業
内
部
の
実
質
的
な
社
会
主
義
.企
業
へ
の
改
革
は
、
 

•

1

企
業
の
指
導
機
構
の
徹
底
的
改
革
。
国
家
が
任
命
し
た
企
業
の
責
任
者(

.工
場
長
、
支
配
人)

を
通
じ
て
企
業
の
す
べ
て
の
経
済
ェ
,
>
直
接 

に
管
理
す
る
方
法
を
と
る(

全
人
民
的
所
有
制
の
国
営
企
業
だ
か
ら)

。

.

.

.

2

親
方
制
度
、
親
方
請
負
な
ど
の
労
働
者
を
圧
迫
す
る
旧
慣
習
を
廃
止
し
、
企
業
内
部
の
反
革
命
分
子
•
封
建
性
を
一
掃
す
る
。

3

批
^

ど
商
己
批
判
を
通
じ
て
、
職
員
と
労
働
者
と
の
関
係
を
改
善
し
、
.「

労
働
者
階
級
に
た
よ
る」

(

毛
沢
東)

原
則
を
確
立
。
‘

4

労
働
者
の
代
表
が
参
加
寸
る
工
場
管
理
委
員
会
や
、
従
業
員
代
表
者
会
議
を
設
け
、
初
歩
的
に
責
任
制
を
う
ち
た
て
る
。
こ
れ
は
後
に
企
業
，
 

長
制
度(

#

独
實
任
制)

採
用
後
、
か
働
^ '
-

k

が 

i
l
c

s '
4

l

^s '
s '
s '
r

4

v

gL'
、
^

ii
J
'i '
b

^

^

t^ '
l]
'

^

r

i

^
L'
、
如
务
か
か
か
便
^ '
r
 

た
い
し
て
大
衆
監
督
を
お
こ
な
う
機
関
に
転
化
す
る
。

そ
の
労
働
者
職
員
代
表
大
会
は
常
任
代
表
制
を
.と
り
、(

一
九
五
六
、
九)

代
表
よ
大
衆 

に
よ
っ
て
直
接
選
挙
さ
れ
る
が
、
工
場
長
の
責
任
制
を
妨
害
し
な
い
0.
:

5

社
会
主
義
的
賃
金
制
度
の
形
成
。

労
働
.に
応
じ
た
分
配
と
い
う
原
則
の
下
に
、

「

等
級
制
と
出
来
高
級
の
結
合
形
態
、
現
物
支
給
、
生
活
補 

■;
■
給
金
等
の
併
用」

(

八
級
賃
金
制
と
イ
ン
フ
レ
に
対
す
る
ス
ラ
イ
デ
イ
ン
グ
シ
ス
テ
ム
.
ェ
分
制)

に
よ
り
、
労
働
意
欲
を
高
め
、
労
働
競
争
に
よ
つ
て 

労
働
生
産
性
を
高
め
る
‘方
向
が
恒
常
的
な
も
の
と
レ
’

打
ち
出
さ
れ
た
。

\

■統
一
社
会
主
義
賃
金
制
度
の
確
立
は
、

一
九
五
六
年
末
の
賃
金
改
革
に
よ
っ
て
実
現
し
、
.賃
金
水
準
は
生
産
の
発
展
水
準
に
合
致
さ
せ
た
。
こ 

の

，
民
主
改
革
"

は
、
.生
産
管
理
と
技
術
管
理
の
責
任
制
を
う
ち
た
て
、
個
別
企
業
計
画
を
国
家
計
画
に
正
し
く
か
み
あ
わ
さ
せ
、
生
産
ノ
ル
マ 

を
合
理
的
に
高
め
、
経
済
11
算
制
を
健
全
に
す
る
、
と
い
う
生
産
改
革(

作
業
管
理
的
改
革
か
ら
工
程
管
理
改
革
へ)

に
展
開
し
た
。
.
中
国
国
営
企
業 

「

社
会
主
義
経
済
学」

の
対
象
と
方
法
㈢
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第 5 表商業機構における国営化の進展

1950 1952 1953 1954 1955
実数 
百万元

% 実数
百万元

% 実数
百万元 % 実数

百万元
% 実数 %

卸売総額 10,544 100 18,969 100 26,449 100 27,842 100 27,847 100
内 国営商業 2,448 23.2 11,469 60.5 17,543 66.3 23,347 83.8 22,884 82.2

合 作 社  
商 業

58 0.6 516 2.7 772 2.9 1,528 5.5 3,521 12.6
公私共営 
商 業

12 0.1 102 0.5 119 0.5 134 0,5 226 0.,8
私営商業 8:026 76.1 6,882 36.3 8,015 30.3 2,833 10.2 1,216 4.4

小売総額 12,083 100 21,027 100 27,981 100 31,589 100 32,321 100
内 国営商業 1,172 9.7 3,841 18.2 5,453 19.5 7,017 22.2 10,204 31,6

合 作 社  
商 業

810 6.7 4,999 23.8 8,368 29.9 14,444 45.8 11,548 35.7
公私共営 
商 業

12 0.1 38 0.2 79 ，0.3 1,770 5.6 4,919 15.2
私営商業 10,089 83.5 12,081 57.8 14,081 50.31 8,355 26.4 5,650 17.5
中華人民共和国国家統計局編「関 干 1 9 5 6年度国民経済計劃執行結果的公報」57〜 59 
頁より作成。卸売の国営化がまず急速にすすめられたこと，1954年に卸売私営商業が 

10%におちたことが特徴的である。生産の集中•集横の弱い後進性の強い地域におけ 

る社会主義経済への移行に流通過程の社会化はより一層逭要な役割を果す。

第 4 表 総 生 産 ，固定資産，従業員数の変化（比率)

氣生■産額 固定資産 従業員数

1952 1955 1952 1955

100

1952

100

1955

100全 エ . 業 100 100 100

社会主義国営，合作社工業 44.7 57.6 81.1 85.3 25.1 34.3
公 私 合 営 エ 業 4.0 13.1 4.1 10.7 2.0 5.5
私 営 資 本 主 義 工 業 30.7 13.2 14.8 4.0 16.3 9.3
単 独 手 ェ 業 20.6 16.1 —— — 56.6 50.9

「新華半月刊」1 9 5 7 ,第 2 号

従業員数において，1955年まで手工業が半数を占め，固定資産において圧倒的に国 

営企業がおさえているのと対比的である。
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第 6 表生産力水準比較一 1956年における中国と世界各国の1 人当り平均指数

電 力 石 炭 紡 織 1954製 紙 粗 鋼1 人当り
平均発馄傲

1人当り原炭
平均生産量

1人当り平均 
紡 錘 数

1人当り平均 
綿 布 消 费 S 1人当り平均 

生 産 通
1人当り平均 
生 . 産 ®

中 国 1 1 1 1 1 1
ソ 連 邦 36 12.1 6 — 14.2 34.7
アメリカ 151 16.1 13 6 162.0 89.0
イギリス 70 24.8 47 3.6 70.9 59.0
フランス 46、 7.4 ■— - — 39.0 44.0
西ドィッ 61 25.6 -- .

---- : 53.0 —

日 本 30 3.0 9.4 2.3 25.0 17.5
イ ン ド 0.93 0:6 3.1 1.6 — ’ 0.7
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に
お
け
る
社
会
主
義
的
生
産
管
理
.が
確
立
：し
た
の
は
、
.第

|

次
五
ヶ
年
計
画
の
.は

c t
t

g
 (

一
 

:

九
五
三
年)

と
み
ら
れ
て
い
る
。

:■
.

こ
の
よ
う
な
社
会
主
義
的
国
営
企
業
確
立
期
に
お
け
る
基
本
方
向
は
発
展
^
!に
お
い
て
、
 

「

大
衆
路
線
の
原
貝」

に
要
約
さ
れ
る
も
のp

、
そ
こ
に
又
極
め
て
中
国
的
な
特
質
を
見
る
こ 

と
が
出
来
る
。
そ
の
最
も
具
体
的
な
表
現
と
し
て
は
："
一
九
五
八
年
.の
生
産
大
躍
進
の
愚
程 

.

で
生
ま
れ
た
新
し
い
国
営
企
業
の
経
営
管
理
原
則
"
.と
呼
ば
れ
て
い
る
、
す
で
に
前
稿
で
ふ 

'
れ

た

「

両

参•

一
 

改

•

三
結
合
の
原
則」

を
あ
げ
る
こ
と
が
出
来
よ
う
。
こ
れ
は
一
九
五
ヒ 

.
年
の
反
右
派
整
風
運
動
.の
所
産
と
し
て
、

•： '

経
営
管
理
者
が
労
働
に
参
加
し
、
多
数
の
労
働
者 

が
経
営
管
理
に
参
加
す
る
:(

両
参)

こ
と
に
よ
.っ
て
、

企
業
に
お
け
る
人
と
人
と
の
関
係
に 

変
化
が
生
じ
、
I
適
応
し
.な
く
な
っ
た
企
業
の
双
|1
|
]、

制
度
を
改
革
す
る(

一
改)

こ
と
に
よ 

っ
て
、
管
理
者
、
技
術
者
、
勞
働
者
の
三
者
が
緊
密
に
結
合
し
.て
経
営
管
理
上
の
諸
問
題
を 

.
解
決
す
る(

三
結
合)

こ
と
.を
い
：う
。
' 
経
営
管
理
の
開
放
、

非
官
僚
化
、
大
衆
化
、
す
べ
て 

.の

.労
働
者
の
寧
行
的
管
理
業
務
参
加
に
よ
る
生
産
へ
の
積
極
性
と
創
造
性
の
昂
揚
.は
、
国
営 

企
業
の
計
画
樹
立
と
遂
行
の
方
針
が
集
団
指
導
制
に
よ
っ
て

、

そ
の
実
施

が

単

独

責

任

_

に 

.
よ
っ
て
統
一
的
に
施
行
さ
せ
る
機
構
と
照
応
し
て
い
る
。
社
会
主
義
競
争
が
管
理
組
織
の
改 

革

と

-,
技
術
革
新」

な

い

し「
技
術
革
命」

と
し
て
現
わ
れ
る
と
き(

調
整
期
か
ら

第
三
次

五 

ヶ
年
計
画
、
後
述)

、
生
産
計
画
、

貴
金
活
動
に
お
け
る
ノ
ル
マ
•
賃
金
の
決
定
、
点

へ

の
 

参
加
を
ふ
く
め
た
大
衆
生
産
活
動
の
.生
産
管
理
へ
の
参
加
は
、
労
働
者
、
職
員
代
表
大
会
の

ょ
う
な
集
団
的
指
導
制
と
相
俟
っ
て
、
企
業
の
大
規
模
化
、
高
度
組
織
化
過
程
に
お
い
て
も
、
生
産
関
係
を
た
え
ず
社
会
主
義
的
能
動
性
発
揚
と 

経
営
管
理
側
の
官
僚
化
防
止
の
中
に
お
ぐ
こ
と
が
出
务
る
と
す
る
。
こ
こ
に
資
本
主
義
企
業
と
の
差
別
性
•
変
革
の
過
渡
期
に
お
け
る
企
業
の
社 

会
主
義
的
性
格
、
創
造
の
中
国
的
強
調
点
が
見
出
さ
れ
る
。
整
風
後
の
社
会
主
義
教
育
運
動
の
経
済
部
門
に
お
け
る
本
質
的
位
置
づ
け
が
了
解
さ 

れ
る
所
以
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
生
産
手
段
の
社
会
化
、
，
所
^
:の
変
革
は
社
会
主
義
経
済
の
成
就
に
つ
い
て
、
そ
の
決
定
的
必
要
条
件
で
は
あ

っ
て 

も
十
分
条
件
で
は
な
い
の
で
あ
る
。
，

中
国
国
営
企
業
の
社
会
主
義
的
性
格(

=

革
命
化)

は
、
し
た
が
っ
て
次
の
如
く
規
定
さ
れ
る
。

- 

1

.機
械
、
設
備
、
建
築
物
、
原
料
、
鉱
山
な
ど
を
ふ
く
む
企
業
の
生
産
手
段
ば
国
有
で
あ
る
か
ら
、
国
家
の
指
令
や
上
級
行
政
主
管
機
構
の
批 

准
な
し
に
企
業
は
生
産
手
段
を
譲
渡
し
た
り
、
あ
る
い
は
他
の
企
業
や
単
位
に
寄
赠
し
て
は
な
ら
な
い
。

： 

:

2

企
業
の
.生
産
活
動
は
国
家
の
統
一
的
指
導
と
統
一
的
計
画
に
服
従
す
る
。
国
家
は
党
の
指
導
の
も
と
に
企
業
.の
生
産
、、
経
営
を
指
導
す
る
さ 

ま
ざ
ま
の
方
針
、
政
策
を
規
定
し
，
企
業
の
計
画
を
規
定
し
、
■重
要
な
'規

範
•
制
度
を
立
案
•
制
定
し
、
そ
の
上
企
業
の
行
政
指
導
要
因
を
直 

接
任
命
.
派
遣
す
る
。

3

企
業
の
製
品
は
国
家
の
所
有
に
.帰
し
、
国
家
が
統
一
的
に
そ
の
分
配
と
調
達
に
あ
た
る
。
企
業
は
厳
格
に
国
家
が
規
定
し
た
調
達
計
画
と
調 

達
価
格
に
も
と
づ
い
て
製
品
の
販
売
を
行
う
ベ
.き
で
、、.自
分
の
生
産
し
：た
製
品
を
勝
手
に
処
理
し
て
は
な
ら
な
い
。

4
 .

企
業
は
規
定
に
も
と
づ
い
て
国
家
に
納
税
す
る
。
企
業
の
利
潤
は
国
家
の
規
定
に
も
と
.づ
い
て
企
業
の
.奨
励
金
と
し
て
残
すI

小
部
分
を
除 

い
て
大
部
分
は
国
家
に
納
入
し
.、
国
#

が
ー
括
し
て
集
恥
.

む
於
賢
や
か
。
：

5

企
業
の
労
働
者
•
職
員
の
賃
金
の
基
準
と
賃
金
制
度
は
、
国
家
に
ょ
り
能
力
に
応
じ
て
働
き
労
働
に
応
じ
て
分
配
す
る
、
と
い
う
社
会
主
義

(

注
5)

的
原
則
に
も
と
、つ
い
て
き
め
ら
れ
る
。

「

国
営
企
業
に
対
す
る
集
中
指
導
ば
強
.く
、
第
一
次
五
.ヶ
年
計
画
期
に
お
い
て
は
：

一 

ニ
個
の
指
標
を
国
務
院
が
規
定
し
、
そ
の
承
認
な
し
に
は
企
業
に
お
い 

「

社
会
主
義
経
済
学」

の
対
象
と
方
法
^

.

.

九

(

四
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変

が

出

来

な

な

た

。
さ
ら
S

業
篇
定
資
金
お
よ
び
I

資
金
の
運
用
上
の
皇
l

i

い
I

独

產

算
S

l

_

^

s

^

l

l

l

p

%

<

! r

.

中
国
は
、

そ
の
•社
会
主
麗
済
移
行
の
必
然
性
の
構
造
的
特
質(

前
出
、
.先
稿)

か
ら
、

従
っ
て
そ
.の
社
会
主
義
革
命
の
特
殊
歴
史
的
I

s

 

ら
し
て
、
社
会
主
義
経
建
設
の
初
期
の
所
謂
五
種
経
済
.

《

中
華
人
民
共
和
国
憲
法)

〈

レ
I

二
ン
.
.の
い
う
五
.つ
の
ゥ
ク
ラ
丨
ド〉

の
構
成
丈
、

I

 

て
特
徴
的
な
も
の
を
も
っ
て
し
た
'
先
に
、
.
労
農
政
府
成
立
.と
共
に
雲
化
し
た
官
僚
資
本
企
業
の
、
国

営

企

業

化
と
そ
の
位
置
を
見
、

そ
の
ゥ 

ヱ
ィ
ト
が
、
十

分

に

社

含

鐘

済

推

進

力

た

？

f

の

8

8

.
と
し
.

I

Q

.中
国
的
特
質
を
考
察
し
た
が
、

そ
の
位
置
づ
富
別
な
财 

面
か
ら
み
る
必
要
が
あ
る(

既
出
、第
一
？

第

讓

照

)

。
工
業
総
生
産
額
か
ら
み
自
営
象
の
割
合
は
、
雾

思

社

会

的

唐

の

た

i

 

擊
段
の
私
的
所
有
が
I

さ
れ
う
る
.と
考
え
ら
れ
る
一
九
五
S

I

至

っ

て(

資

本

唐
H

I
生

產

額
2

5

生

豪

s

i

1

に
も 

達
し
な
く
な
っ
た)

す

ら

国

家

資

本

主

義

企

業

の

.三

ニ

 

•
.五

％

に

対

し

て

，、

六

七

‘

五
％
に
す
ぎ
ず
、
国
民
所
得
に
占
め
る
割
合
は
僅
か
に
屋 

•
ニ 
％
で
あ
つ
た
S

民
所
得
の
割
合
の
低
い
豪
は
、
農
業
所
得
が一.

九
五
六
年
ま
で
五
0

%
以
上
を
占
め
、
そ
れ
が
協
同
組
合
響
と
個
人
経
営
経
済
の
大 

落
を
占
め
て
い
る

こ
と
に
よ
り
、
そ
の
面
で
後
進
性
の
現
わ
れ
で
も

あ

る

〔

第
一
、
ニ
表
参
照〕

)

。
第
三
表
に
よ
る
と
た
し
か
に
主
要
生
産
部
門
で
み
れ 

は
五
六
年
に
鉄
鋼
業
で
は
、
響

企

業

八
 

一
•
七
％
に
対
し
て
公
私
合
営
一
七
.
九
％
、
石
炭
九
ニ
•
三
％
対

七
•
二
％
、
電
力
企
業
八
八
•

一.％
対
.四

•
六
％
、
私

的

資

本

襄
<

1

.

1 
一ー％
で
I

が
、
齧

H
業

企

業

醫

企
I

ニ 

I

、

I

童

四

.
八
％

(

但
|

員 

I

一

八

こ

置

対

し

て

亭

肩

墨

震

は

五

五

年

S

営
五
八
•
九
％
、
公
私
I

I
一
一
四.こ
ー
％
、
私
営
五
.

1

、
麗

業

は

一

九

五

五

年
. 

に

国

重

業

七0

 

.六
％
、
公
私
合
営
企
業
ニ
六
. 

一
％
、
私
営
企
業
ニ
，
六
％
と
い
う
構
成
禀
し
て
い
る
。
機
械
工
I

一
 

九
四
九
年〜

五

ガ
、
他
方
公
私
共
営
企
業
は
、
私
企
業
を
包
摂
し
て
、
五j

一
年
に
四
. 

一
％
か
ら
五
筆
に 

一
二 

. 
一
 

％
に
な
る
と
同
I

に
、

総
生
産
額
実
数
丈

五

ニ年
の
五
千
八
百
九
十
六
万
元
か
ら
、
五
五
年
の
三
億
六
千
六
百
万
元
に
増
大
し
て
い
る
点
は
注
意
さ
る
べ
き
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、第
一
次
五 

ヶ
年
計
画
に
お
け
る
社
会
主
義
的
改
造
の
"
計
画
完
遂
"=

私
的
企
業
の
統
計
的
消
滅
に
も
拘
ら
ず
、

公
私
共
営
企
業(
国
家
資
本
主
義
経
済)

の 

生
産
額
は
総
体
に
し
て
工
業
生
産
額
の
三

ニ
％
、

流
通
部
門
で
は
一
九
五
七
ギ
に
三 

一.
•
六
％ 

(

私
営
商
業

ニ 
•
七
％)

(

第
五
表)

を
し
め
て
お 

り
、
他
方
農
業
部
門
で
は
、

一
九
五
五
年
に

一

四
％
、
し
か
も
初
級
合
作
社
に
す
ぎ
な
か
っ
た
砠
同
組
合
加
入
農
家
が
五
六
年
秋
に
至
っ
て
高
級 

合
作
社
加
入
総
農
家
戸
数
の
九
六
• 
一
一
ー

％

$

埤
生
産
手
段
の
集
団
的
所
有
化)

、

つ
い
で
ー
九
五
八
年
の
人
民
公
社
編
成(

一
社
平
均
四
七
五
六
戸
、
 

九
九
％
加
入)

と
い
う
急
激
な
展
開
が
、

連
続
革
命
と
い
う
生
産
関
係
の
社
会
化
過
程
の
進
行
と
し
て
実
現
し
た
。
す
な
わ
ち
、
基
本
的
に
は
技 

術
体
系
.の
変
革
の
な
い
ま
ま
生
産
手
段
を
社
会
化(

集
団
的
所
有)

し
、
労
働
過
裎
を
組
織
化
し
た
"
社
会
主
義
企
業
"

に
加
入
し
た
雇
農(

農
業 

労
働
者)

、貧
農
と
、
そ
れ
に
続
く
小
生
産
者
農
民——

土
地
改
苹
の
実
現
を
も
っ
て
：人
民
民
主
主
義
革
命
に
参
加
し
、

土
地
分
配
を
経
、
よ
り
高 

い
、
労
働
に
応
じ
た
報
酬
を
保
証
す
る
こ
と
を
も
っ
.
て
土
地
私
有
の
社
会
化
を
納
得
し
た
旧
小
私
有
者
の
大
軍
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
た
、
非
資
本

(

注
6)

集
約
的
大
規
模
経
営
の
出
現
は
、

「

エ
農
商
学
兵」

七
包
、
十
包
と
い
う
よ
う
な
多
角
的
企
業
"

文

化
•
教

育

•
社
会
保
障
を
ふ
く
め
た
生
活
全

体
を
包
括
す
る
、
.行
政
軍
事
生
産
組
織
と
.しV
，

当
該
段
階
の
中
国
、
特
に
農
村
構
造
を
ふ
ま
え
て
オ
リ
ジ
ナ
リ
テ
.ィ
に
富
む
メ
ヵ
—
ズ
ム
と
し

て
、
多
く
の
否
定
的
見
解
、
又
行
き
ず
ぎ
に
も
拘
ら
ず
"

資
本
主
義
的
社
会
的
分
業
の
十
分
に
_

花
し
な
か
.
っ
：た
、
中
国
に
お
け
る
社
会
主
義
経

済
建
設
及
び
共
産
主
義
段
階
へ
の
移
行
に
妥
当
な
役
割
を
果
し
う
る
と
考
え
る
。
し
か
し
、
当
然
こ
こ
で
は
、
そ
の
メ
ヵ
ニ
ズ
ム
の
内
容
*
評
価

に
ふ
れ
る
い
と
ま
な
く
、
工
業
、
商
業
部
門
の
国
営
企
業
•
公
私
共
営
企
業
と
共
に
、
中
国
の
現
段
階
の
主
要
な
企
業
形
態
と
し
て
の
表
裏
の
特

質
を
抽
出
す
る
こ
と
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

:

、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、こ

、
、

(

注 
7)

一
力
、
中
華
人
斑
共
和
国
憲
法
第
十
条
の
規
定「

国
家
は
法
律
に
も
と
づ
い
て
、
資
本
家
の
.生
産
手
段
そ
の
他
の
資
本
の
所
有
権
を
保
護
す
る
。
 

国
家
は
資
本
主
義
商
エ
業
に
対
し
，.て
、

こ
れ
を
利
用
し
制
限
し
改
造
す
る
政
策
を
と
る
。

」

の
背
景
.で
あ
っ
た
国
務
院
の
/V
ム
私
共
営
工
業
企
業 

暫
行
条
例
.

」

ハー九
五
四
年
九
月
丫
の
下
に
、
私
的
資
本
主
義
的
企
業
の
公
私
共
営
化(「

国
家
が
投
資
し
幹
部
を
派
遣
し
て
資
本
家
と
共
同
で
経
営
す
る」

) 

「

社
会
主
義
経
済
学」

の
対
象
と
方
法
㈢
 

ニ 

(

四
七
三
.

)



.

パ 

. 

一

ニ 

(

四
七
四)

力
す
す
め
ら
れ
て
い
た(

證
表
以
下)

。
，こ
の
共
営
企
業
I

い
て
は
、
原
則
と
し
て
資
本
主
義
的
f

管
I

式
も大
幅に

改

変

さ

れ

、

「

社

会

 

主
義
の
基
本
的
着
法
1

震

経

済

の

計

画

的

発

展

の

篇

が
し
だ
い
に

.作
用
範
囲
を
拡
大
す
る

こ

と

」

、

「

露

者

S

が
経
暮
理
に
参
加 

す
る
制
度
を
実
施
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い」

(

第
一
一
I

こ
と
に
な
っ
て
い
る
が
、

こ
.の
企
業
形
態
と
そ
の
.内
容
の
推
移
が(

慮

資

本
產

の

I

I

所

謂

，S

し
政
策
，
と
し
て
.中

国

社

含

義

経

篇

設

の

社

含

義

藝

素

と

、
残
存
す
る
〃

資

本

主

義

"
的
要素
との
〃闘

1

0

一
 

つ
の
獲
と
な
る
.。〔

プ
ロ
政
権
の
下
に
お
け
る
獲
資
本
主
擊
意
義
と
限
界〈

レ
丨
ニ
ン〉

嘉
家
権
力
の
性
格
と
の
醫—

《

既
述》

)

で
想
起
せ
ね
ば
■な
ら
ぬ
。

〕

一
九
五
章
に
提
唱
さ
れ
た
8

別
公
私
共
営
の
新
方
式
は
、
.
共
営
化
の
速
度
を
は
や
め
る
契
機
と
1

「

各
業
種
別
の
専
業
会
社(

社
会
主 

_

|

業)

S

Q

下
に
、
.各
I

Q

各

含

の

資

本

豪

、

各
都
市
I

民

賣

含

対

し

を

行

い

、
，

を
ぅ
け

る

」

形 

式
と
な
っ
た
こ
こ
で
は
、

「

従
賨
の
援
助
と
監
督
の
下
に
資
本
奮
身
に
ょ
っ
て
各
企
業
ご
と
の
震
の
精
算
評
価
が
な
さ
れ
、

こ
の
評
価 

額

を

薩

と

し

て

同

一

，
業

種

の

企

業

の

間

で

構

成

さ

れ

た

公

私

共

営

工

作

委

暴

(

専

業

公

司

、
：
.同
業

公

会

、

露
者
代
表
か
ら
構
成
さ
れ
る)

が
M
 

■

を
行
い
I

家
の
個
人
持
I

靈

I

る
。

」
こ
の
1

.
額

袅

し

て

囊

含

を

通

じ

て

、
I

と

し

て

轰

|

|

.

1
が

» 4

本
家
に
S

わ
れ
る
。(

こ
れ
は
一
九
五
六
年
か
ら
六
一|

年
ま
で
支
払
わ
れ
る
こ
と
i

た((

薄
一
.波
副
総
理
、

全
国
商
工
業
速
合
塞
I

員
代
表
大
会))

が
、

-

-

 

T

.

「

資
本
家
の
靈
所
有
権
、
経
営
管
理 

後

人

S

は
I

的
に
専
業
会
社
に
移
り
、
資
本
家
の
財
産
所
有
権
の
み
が
、
董

麗

の

基

礎

と

し

て

一

.定
期
間
残
存
す
る

」

と

い

ぅ

こ

と

 

に
な
っ
た
。

た
が
‘

I

I

三

億

元(

三
三
〇
〇
億
円)

と
み
ら
れ
て
い
る
。
解
放
直
後
を
一
8

億
元
と
か
、
香
港
、
台
湾
、
ァ
メ
リ
ヵ
な
ど 

の
合
言
を
七
〇
億
元
て
そ
の
半
分
と
み
る
の
が
一
般
の
よ
う
で
、
' 

i

筆
に
一
万
元
以
上
の
投
資
を
し
た
資
本
家(

当

時

現

存

)

が

、

工
業
部
門
に
ニ
ヲ

四
千
六
百
六
十
八
人
、

一
〇
〇
万
元
以
上
五
〇
〇
万
'元
未
満
が
工
業
に
六
九
人
、

五
〇
'o
万
元
以
上
の
大
資
本
家
が
同
じ
く
七
人
で
あ
っ
た
と
い
わ
れ
て
い 

る
。

こ
の
固
定
利
息
の
総
額
は
一
九
五
六
年
に
推
^
ギ

間
i

一
〇
〇
〇
万
元
に
の
ぼ
る
。
五
六
年
度
の
歳
出
三
〇
七
億
に
対
し
て
無
視
出
来
な
い 

ic
.
字
で
あ
り
、
事
実
五
六
年
上
半
期
に
五
〇
ニ
‘九
万
元
支
払
わ
れ
、
.
そ
の
七
五
％
を
工
業
部
門
で
占
め
た
。
こ
の
定
息
が
い
つ
ま
で
つ
づ
け
ら
れ 

る
か
は
、
"
旧
資
本
家
階
級
"

の
重
大
な
関
心
事
で
あ
り
、

そ
の
圧
力
も
無
視
出
来
ぬ
も
の
で
あ
る
こ
と
は
、

本
来
^
#
主
義
経
済
建
設
方
向
に 

対
し
て
そ
の
延
長
が
反
動
的
意
義
を
も
つ
も
の
で
あ
る
に
も
拘
ら
ず
、
再
三
の
延
長
、
文
化
大
革
命
途
上
で
の
紅
衛
兵
の
撤
廃
要
求
と
解
^
な
し 

の
現
状
に
も
ょ
く
あ
ら
わ
れ
て
い
る
。
第
三
表
を
み
れ
ば
、
比
率
は
.激
減
し
.て
い
る
が
、
企
業
実
数
：は
私
営
自
体
が
復
興
期
に
増
大
し
て
お
り
、
. 

又
一
九
五
六
年
度
の
公
私
共
営
企
業
の
実
数
は
一
九
苴
ー
ー
年
度
の
八
ム
私
共
営
企
業
と
私
営
企
業
の
総
数
ょ
り
も
は
る
か
に
多
い(

機
械
工
業
の
如
き 

は
一
九
五
五
年
に
ほ
ぼ
同
数)

。
こ
の
点
は
紡
績
工
業
も
製
紙
も
同
様
で
、
公
私
共
営
企
業
数
自
体
の
増
大
は
、
中
国
経
済
の
中
に
お
け
る
、
資
本
主 

義
企
業
そ
の
も
の
の
系
譜
の
残
存
の
比
重
の
大
き
さ
を
示
し
て
い
る
と
い
ぅ
こ
と
が
で
き
る
。
中
国
独
自
の「

利

用
•
制

限
•
改
造」

政
策
、
平 

和
的
改
造
と
階
級
闘
争
の
困
難
な
統
一
的
推
進
の
焦
点
で
あ
る
。

，
第
七
表
は
国
家
財
政
収
入
の
比
重
で
•あ
る
が
、
企
業
収
入
の
比
重
が
増
大
し
、
相
対
的
に
税
収
が
減
少
し
て
い
る
。
第
九
表
で
は
、
国
営
企
業 

の
比
重
が
一
九
六
〇
年
に
九
三
％
に
上
っ
て
い
る
こ
と
に
ょ
っ
て
、社
会
主
義
ゥ
ク
ラ
ー
ド
の
支
配
的
位
置
が
、
公
私
共
営
企
業
を
ふ
く
め
た
其
他 

の
圧
倒
的
減
少
と
照
応
し
て
ぅ
き
ぼ
り
に
さ
れ
て
い
る
。
企
業
内
に
お
け
る
蓄
積
と
上
納
の
メ
力
ニ
ズ
ム
は
第
十
一
表
以
下
の
如
く
で
あ
り
、
そ 

の
数
字
的
内
容
は
資
料
が
少
い
が
第
十
表
に
見
る
如
く
で
あ
る
。
上
納
額
は
製
紙
業
の
場
合
、
•比
率
は
、
利
潤
総
額
に
ほ
•ぼ
ひ
と
し
い
こ
と
が
わ 

か
る
。
こ
こ
か
ら
、
中
国
に
お
い
て
も
歴
年
の
企
業
利
潤
の
増
大
が
利
潤
上
納
額
を
増
加
し
、
財
政
収
入
の
大
き
な
付
加
的
増
加
部
分
と
な
り
、
 

投
資
.計
画
に
影
響
が
少
く
な
い
段
階
に
入
っ
て
来
た
こ
と
が
看
と
ら
れ
る
？
大
躍
進
政
策
と
反
右
派
闘
争
、
経
済
調
整
政
策
を
経
、'1

一
年
間
の
準 

備
期
間
を
経
て
、
運
搬
手
段
、
流
通
機
構
に
ま
で
機
械
化
が
進
展
し
、
技
術
革
命
、
設
計
管
理
革
命
を
旗
印
と
し
、
社
会
主
義
の
新
し
い
発
展
段 

「

社
会
主
義
経
済
学」

の
対
象
と
方
法
㈢
 

' 

一

三(

四
七
五)



「国務院関於改進工業管理体制的規定」（1 9 57 .11 .15) 「国務院関於実行企業利潤留成 

制度的幾項規定」（1 9 5 8 .5 .2 2 )「国営企業提用企業奨励基金臨時規定』（1952 i 15) 
野崎幸雄 1■現代中国の経営管理j  2 1 6 頁。 •

第 1 0 表部門別蓄積資金，税金，利潤及び 

国家に上納した利潤額

M 力 

上納利潤額 .

--- ------- —-------------——_________ __;

製 紙

A 上 納 額 B利潤総額 C 税 金 蓄積資金総額

1952 60,000

1953 110,000 54,996 56,531 20,816 77,347

1954 200,000 63,729 65,281 23,515 88,796

1955 270,000 92,360 93,702 25,962 • 119,663

1956 350,000 136,402 137,916 32,300 170,216

1957 |
152,i56 163,854 39,556 203,410

中国の国家統計局工業統計司編’
『我国鋼鉄, 罨力，媒炭，機械，紡織，造紙工業的今昔』より作成。

第 1 1 表 I 利潤処分計画構造

一

五(

四
七
七)

「

社
会
主
義
経
済
学」

の
対
象
と
方
法
：！

n：

国営企業 合作社企業 公私吳営
_.企 業 小農民経営 私 営 

資本キ義企業
そのM石— 
納 朴 今

1953 62.9 % 2.5 % 1.2 % 13.4 % 16.9 %
Wj 1'J 32

3.1 %
1954 65.2 3.7 1.7 14.2 13.3 1.9 -
1955 71.1 4.4 2.2 13.2 7,7 1.4
1956 73.6 5.4 j 5.5 11.2 2.8 1.5

7  ぃ儿グ十町四り浬說涔強について」 「人民中国』 1 9 5 7年 じ 月 号 p. 9
よジO

箄 9 表国家収入のうち各ウクラードからの政用の比率

国 営 企 業 農村人民公社 そ の 他

金 額 僚 元 1 % 
83.9

金 .額僚元 % 金 額 僚 元 %
2.41958 351.3 , 57.3 13.7 10.0

1959 497.3 91.5
93.4

41.0 7.5 4.9 0:9
1960 654.3 41.0 5.9 4.9 0.7
各年度の財政報告(財政部長) による。1958, 5 9年は決算，1960年は予算の数字て^

第 7 表国家財政収入の比道

総 計
.................... .......
各項税収

一
信貸保険収入 その他収入

扯职 0/ 
俊元1 ん

________________________ _億另: % 金額
億元

% 金額
______

3.3
% 金額 %

1950 65.2 丨 100 49.0 75.1 8.7 13.4
し______

5.0
倍:71

6.51951 129.6 100 81.1 62.6 30.5 23.5 5.7 4.4 12.3 9.51952 175.6 100 97.7 55.6 57.3 32.6 1.9 1 , 18.7 10.71953 217.6 100 119.7 55.0 76.7 35.2 4.9 2.3 16.3 7.51954 262.3 100 132.2 50.4 99.6 38.0 17.9 6.8 12.6 4.81955 272.0 100 127.5 46.9 111.9 41.1 23.6 8.7 9.0 3.31956 287.4 100 140.9 49.0 134.3 46.7 7.2 2.5 5.0 1.81957 310.2 100 154.9 49.9 144.2 46.5 7.0 2.3 4.1 1.3
1958 418.6 100 187.3 44.8 220.2 52.6 8.0 1.9 3.1 0,7
1959 541.6 100 204.7 37.8 333.6 61.6 0 0 3.3 0.6
1960 700.2 100 243.6 34.8 453.0 64.7 3.6 0.5

第 8 表国家収入に対する各ウクラ一ド貢献の割合
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四

(
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1

六

(

四
七
八)

.

階
を
標
傍
す
る(

一
九
六
六
年
一
月
一
日
人
民
日
報)

第
三
次
五
ヶ
年
計
画
の
開

始

は

、

こ
の
方

向

I

 

躍
的
に
強
め
ず
に
は
，お
か
な
い
だ
ろ
う
。H

業
分
野
で
は
:
鉄
鋼
、
機
械
、
化
学
、
石
油
な
ど
の
自
給 

、が
ほ
ほ
完
了
し
自
力
設
計
に
よ
る
新
製
品
.の
増
加
が
大
幅
に
ひ
ろ
が
っ
て
い
る
。
中
国
の
一
し
六
一
二 

年
の
技
術
水
準
は
.日
本
の一

九
五
〇
.

〜

五
五
年
に
相
当
す
る
と
い
わ
れ
て
い

た

が

、

其
の
後
、
原
子
エ 

学
、
電
子
工
学
の
発
達
は
著
る
し

い

九
六
五
•
一
一
三
七)

。

投
資
配
分
の
政
策
内

容

は

 

未発表である力大

_

 

.先
進
技
術
を
中
心
と
す
る
.ソ
連
方
式
か
ら
小
企
業
も
ふ
く
む
二
重
構
造 

型H

業
化
方
式
I

県
営
、
郷
営—

を

藝

と

し

て

、
.技
術
水
準
上
昇
と
規
模
拡
大
の
方
向
を
め
ざ

し
て
I

る

(

一
九
六
五
年
二
月
の
全
国
工
業
交
通
工
作
会
議
は
、
労
働
、
賃

金

、

奨
励
制
、

財
務
な
ど
の
具
体
的 

方
針
の
決
定
を
先
に
伸
ば
し
、
其
の
後
公
式
囊
は
見
ら
れ
な
い)

の
と
対
応
し
て
、
社

会

的

盡

力

の

麗
 

が

沪

傅

生

産

性

向

上

•
投
資
効
率
論
と
い
う
よ
り
は
、
.労
働
者
の
社<|石

主
義
的
教
育
運
動
を
ふ
く
め 

た
、
労
働
力
と
生
産
手
段
の
結
合
の
新
し
い
■

(

本
来
的
社
会
主
義
的)

方
式
の
創
出
に
力
点
が
お
か
れ
，」

、
 

る
。
こ
こ
に
は
、
リ
ー
べ
ル
マ
ン
方
式
の
.入
れ
ら
れ
る
場
が
全
く
な
い
の
で
あ
る
。
一
つ
に
は
、中
国
で 

は
本
来
的
な
資
本
主
義
的
フ
ァ
ク
タ
丨
の
残
存
'が
そ
の
採
用
を
現
実
的
I

本

i

復
活
の
可

能

性

に

 

結
び
つ
け
墓
故
に
、
ニ
に
は
、
全
く 

"共
産
主
義
的
"

な
新
し
い
生
産
の
結
合
霊
が
創
造
さ
れ
、
 

お
し
す
す
め
ら
れ
よ
う
と
す
る
か
ぎ
り
に
お
い
て
。
認
識
の
対
象
と
さ
れ
る
中
国
経
済
の
現
状
に
お

い
 

て
勞
働
生
産
性
追
求
は
生
産
構
造
の
変
革
に
伴
わ
れ
、
生
産
構
造
と
生
産
力
の
実
質
的
な
担
い
手
た
.る 

人
間
の
変
革
が
当
面
の
課
題
と
い
う
こ
と
に
な
っ

て
r

'る
。

エ 業 部 門 雛 %

全 工 業 総 価 値 100
(そ の 中 ) 電 力 1.8
燃 料 採 掘 加 工 2.6
金 厲 冶 金 2.6
金 属 加 エ 8.8
(その中機械製造） 2.2

. . 化 学 製 品 1.5
紡 織 35.4
食 品 27.6

金属冶金部分の80〜90% は外国

資本の原料となり中国はそれを製
品として購入した，

n 部門別にみた 

外国資本の割合 

(1933)

製 品
外国資本 
中国資本

電 力 231.4
石 炭 184

鉄 472
い も の 119
造 船 93
綿 紗 47
綿 布 160
煙 草 132
..マッ チ 13
月巴 料 54

m 資本別比率

種 類 %

民 族 資 本  

官 僚 資 本  

帝国主義資本 

合 計

37.8
20.5

100

(

注
1)

周
知
の
//
ア
ジ
ア
的
生
産
様
式
"

の
論
争
に
お
い
て
は
、
ィ
ン
ド
や
中
国
経
済
に
お
い
て
、
封
建
制
の
成
立
を
否
定
し
、
独
自
の
ア
ジ
ア
的
生
産
様
式 

の
存
在
を
中
心
に
論
議
さ
れ
た
が(

そ
の
意
味
に
つ
い
て
は
後
で
ふ
れ
る)

、
現
在
中
国
に
お
い
て
は
、
封
建
制
の
存
在
の
確
認
は
勿
論
、
小
商
品
生
産
の
出 

現
が
資
料
的
に
論
証
さ
れ
て
、
ゥ
ィ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ゲ
ル
流
の
論
理
の
反
証
と
も
な
っ
て
い
る
。

(

住
2)

薛
暮
橋
、
蘇
厘
、
林
子
力
共
著
、「

中
国
国
民
経
済
の
社
会
主
義
的
改
造」

ニ
七
頁
。

(

注
3)

前
掲
書
三一

頁
。
儀
我
壮
一
郎「

現
代
中
国
の
企
業
形
態」

一
七
〇
頁
。

(

注
4)

中
央
人
民
政
府
政
務
院「

政
務
院
関
於
一
九
五
一
年
国
営
工
業
生
産
建
設
的
決
定」

一
九
五
一
年
四
月
六
日
。
野
崎
幸
雄「

現
代
中
国
の
経
営
管
理」 

七
八
頁
。

(

注
5)

馬
文
桂「

中
国
国
営
企
業
の
性
格
と
任
務」

北
京
周
報
、

一
九
六
四
年
六
月
三
〇
日
号
。
野
崎
前
掲
書
四
頁
。

注 注  
7 6

中 国 資 本 主 義 の 部 福  

門別構成（1936) •
_  。ア 、

中
研
研
究
月
報
21
1

、「

中
国
社
会
主
義
企
業
の『

革
命
化』」

一
二
頁
。

新中国的工業. 
頁。.a,

以上趙文芸編 

1957 年，6,

野
崎
、
前
掲
書
、

一
〇
八
頁
。

旧
中
国
の
資
本
構
成
に
お
け
る
外
国
資
本
の
占
め
る
比 

率
の
大
い
さ
.、
部
門
構
成
に
お
け
る
重
工
業
弱
体
が
、

一
 

方
に
お
い
て
没
収
国
営
化
し
た
官
僚
資
本
の
、
社
会
的
資 

本
量
の
過
小(

社
会
主
義
的
計
画
化
に
対
し
て)

、
民
族 

.資
本
の
容
認
、
利
用
の
必
要
性
と
改
造
の
必
然
性
と
が
み 

ら
れ
る
。

.

「

社
会
主
義
経
済
学」

の
対
象
と
方
法
㈢
 

一

七(

四
七
九)



(

(
f

)

管
大
同「

我
国
和
平
改
造
資
本
主
義
ェ
商
業
的
若
干
問
題」

'「

経
済
研
究」

，
一
九
五
六
年
、
二
号
、

許
条
新
.

「

過
渡
期
国
民
経
済
的
分
析」

ニ
七
七
頁
。

：
'

.

.

「
国
家
資
本
裏
と
'い
う
平
和
的
移
行
の
方
法
に
よ
る
資
本
主
義
的
私
有
の
生
産
手

段

の

社

固

有

方

I

刹

e
 

央
委
員
会
向
八
全
大
会
的
政
治
報
告」

「

新
輩
月
刊」

ニ
九
五
六
年
、」

一.
0号
ニ
ハ
頁
。
 

>
戾
し
s

」

f

ノ
奇「

跋

中

李
富
^

「

闘
♦
を
経
ず
し
て
改
造
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
と
い
う
考
え
方
は
社
会
発
展
の
歴
史
と
実
際
状

況

に

、
あ

わ

な

い

も

の

で

あ

つ
て
、

つ 

.力
で
あ
る」

「

関
於
発
展
国
民
経
済
的
第
一
個
五
年
計
画
的
報
告」

.「

新
華
月
報」

一
九
五
五
年
八
号
。 

-

i

え

駒f

 

(「

関
干
整
理
資
本
產H

商
業
社
含
義
改
造
資
料
的
幾
個
問
題」

「

経
済
研
究」

一
九
五
七
、
三
月
号
、

一

藍

頁

)
「

中

国

の

資

本

1

商
工
業
の
平
和
的
改
造
の
経
験
が
マ
ル
ク
ス
.
•
. 

r

 
ニ
ン
主
義
の
理
論
水
準
I

め
、
内
容
を
I

に
し
た
，は
か
り
で
な
く
、

て
h

る」

，
と
レ
っ
た
が
、

そ

の
"
創
造
的
経
験
，

を
可
能
に
し
，た
条
件
が
、
今

日

社

会

主

璧

設

途

上

"
文
化
大
革
命
-
.を
招
来
せ
ざ
る
を
0
す
、
パ

こ

そ1

、

我
屋
渡
期
的
生
産
資
料
所
有
制」

(

湖
北
人
民
出
版
社
、

一
九
五
.五
年
、

一
一
七
頁)

の
■表
は
、
I

資
本
と
私
的
資
本
と
の
結
合
の
度
合

こ 

よ
っ
て
低
級
か
ら
高
級
ま
で
S

S

わ
け
て
い
る
が
、

国
囊
本
主
S

性
格
を
区
別
す
る
基
本
的
メ
ル
ク
マ

I
ミ

、

履

権
力
の

.性
格

；
:m

 Z

 

U

U

L T
左
右
さ
れ
る
国
家
資
本(

？
国
家
賃
金)
の
性
格
で
あ
る
。.
国
家
資
本
そ
の
も
の
は
、
私
的
資
本
と
本
質
上
変
り
な
い
，」

と
，

マ
レ

ク
ス
もI

 

家

に

，つ
い
て—

l

l

i

i

と
し
て
の
I

占
I

と
国

ニ

、

社

会

主

義

経

済

建

設

の

論

理

と「
社
会
主
義
経
済
学」

す
で
に
述
べ
た
よ
う
に
、

「

社

塗

義

_

学」

農

史

は
、

真

的

蠢

I

定

し

た

社

含

麗

済

と

？

社
童

麗

済の

I

I

れ
の
獲
か
ら
そ
の
体
系
化
が
は
じ
め
ら
れ

I

と
を

示
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、

K
 
•
マ
ル
ク
ス
、

F
 
•
ユ
ン
ゲ
ル
ス
と
い
う
科
学
的
社 

会
主
義
の
倉
始
者
達
が
、
生
産
の
一
般
的
な
条
件
に
す
ぎ
な
い
単
な
る
生
産
手
段
か
ら
、
そ
也
が

資
本
主
義
的
生
産
様
式
の
も
と
で
の
み
う
け
と 

る
特
定
の
歴
史
的
i

的
形
態
に
ほ
か
な
ら
な

い

資
本
を
区
別
し
て
、

"
経
済
学
批
判

"

の
旗
印
の
下
に
樹
立
し
た『

資
本
論』

体
系
_

さ
れ

る
/
狭
義
の
経
済
学
"
.は
、「

資
本
主
義
的
生
産
様
式
と
そ
の
に
な
い
手
た
る
ブ
ル
ジ
ョ
ア
ジ
I

の
歴
史
的
役
割」

を
.明
ら
か
に
し
、
更

に

、
 

「

生
産
の
社
会
的
性
格
と
私
的
領
有
か
ら
く
る
資
本
主
義
的
特
性(

矛
盾)

.が
、
生
産
の
集
中
、
集
積
、
ト
ラ
ス
ト

化
を
通
し
て
恐
慌
の
中
に

発
現 

し
/

「

社
会
化
さ
れ
た
大
規
模
な
生
産
手
段
の
国
有
化
を
お
し
す
す
め
、
変
革
を
遂
行
す
べ
き
途
を
み
ず
が
ら
さ
し
し
め
す
/

す
な
わ
ち
、「

一
 

定
の
あ
ら
た
な
経
済
的
諸
条
件
に
よ
っ
て」

「

プ
ロ
レ
タ
リ
ア
ー
ト
が
国
家
権
力
を
掌
握
し
、

生
産
手
段
を
国
有
に
転
化
さ
せ
る
と
と
も
に
、

商 

品
生
産
が
除
去
さ
れ
、
社
会
的
生
産
内
の
無
政
府
状
態
は
計
画
的
.
意
識
的
な
組
織
に
よ
っ
て
と
っ
て
か
わ
ら
れ
る」

、

と

し

て

.
、

家

蒙

於

会
 

に
お
け
る
経
済
法
則
の
必
然
の
結
果
と
し
て
実
現
す
.か
か
务
、3£
>

.
わ
会
か
|
於
扑
册
於
を
与
え
た
。
こ
の
よ
う
に
、
古
典
的
命
題
が
社
会
主
義
的 

生
産
様
式
へ
の
変
革
乃
至
交
替
の
歴
史
的
必
然
性
と
社
会
主
義
的
生
産
様
式
の
特
質
を
措
定
し
たr

広
義
の
経
済
学
の
は
じ
ま
り

」
)

の
に
対
し
て
、

す
で
に
述
べ
た
よ
う
に
、

ィ

V

ヴ

H

 

•
レ
ー
ニ
ン
の『

帝
国
主
義
論』

-

-
国
家
独
占
資
本
主
義
に
到
達
し
た
世
界
資
本
主
_
の
全
般
的
危
機
の

解
明
と
具
体
的
な
社
会
主
義
経
済
へ
の
移
行
の
理
論
を
ふ
ま
え
て
、
.
"弱
き
環
"■

よ
り
の
.移
行
.に
よ
り
、

古
典
的
命
題
が
妥
当
す
る
社
会
主
義
経 

済
の
十
分
条
件
を
未
だ
実
現
す
る
に
至
ら
な
い
段
階
と
し
て
現
存
す
る
社
会
主
義
経
済
を
規
定
し
、
低
次
の
社
会
的
所
有
•
コ
ル
ホ
ー
ズ
的
所
有 

と
全
人
民
所
有
の
社
会
主
義
的
所
有
の
ニ
つ
の
形
態
を
前
提
と
し
て
、

条
件
付
で
古
典
的
命
題
の
論
理
を
•再
構
成
し
よ
う
と
し
た
の
が
、

『

ソ
司 

盟
に
お
け
る
社
会
主
義
の
経
済
的
諸
問
題』

(

ス
タ
ー
リ
ン

)

で
あ
っ
た
。
そ
れ
は
、

あ
る
が
ま
ま
の
ソ
ビ
エ
ト
社
会
主
義
経
済
の
蕋
本
的
諸
条
件 

を
も
っ
て
科
学
的
分
析(

経
済
学
的
手
法)

の
対
象
と
し
、
か
ル
.

# '
® '
か

餘

於

レ

会

を

奮

！
！

^'
か 

一
4

.
M '
於

奢

P

い
で
体
系
的 

に
解
明
し
よ
う
と
し
た
最
初
の
試
み
で
あ
っ
た
。
更
に
㈠

で
述
べ
た
よ
う
に
.、
■ス
論
文
に
規
定
さ
.れ

た

"
社
会
主
義
経
済
に
お
け
る
条
件
づ
き
の 

ニ
つ
の
所
有
制
に
根
拠
を
求
め
る
商
品
生
産
と
価
値
法
則
の
容
認
"

の
論
理
は
、

一
九
五
六
年
以
後
の
全
面
的
な
ス
タ
ー
リ
ン
批
判
の
中
で
、
デ 

ィ

ス

セ
ン
ト
ラ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
、
独
立
採
算
制
に
立
つ
社
会
主
義
企
業
の
自
主
性
の
拡
大•

強
化
の
方
向
に
お
け
る
、
：生
産
物
全
般
の
"
社
会
主 

義
商
品
"

説
、
価
値
計
算
の
必
要
に
基
づ
く 

"価
値
法
則
"

の
全
部
門
利
用(

.非
規
制)

論
に
取
っ
て
替
ら
れ
た
。
.
こ
の
転
化
は
深
い
意
味
を
も 

ち
、
㈠

で
述
べ
た
如
く
、
社
会
的
分
業
と
生
産
諸
手
段
の
私
的
所
有(

資
本
主
義
的
所
有
に
と
.ど
ま
ら
ず)

■を
必
要
条
件
と
し
て
成
立
す
べ
き
商
品 

「

社
会
主
義
経
済
学」

の
対
象
と
方
法
日
 

一

九

(

四
八
：一)



ニ
〇

(

四
八
ニ)

生

產
•
価
値
法
則
の
概
念
内
容
が
.、
私
的
所
有
の
揚
棄
•
社
会
主
義
的
全
人
民
的
所
有
.

コ
ル
ホ
丨
ズ
的
所
有
の
下
に
お
け
る
社
会
的
分
窄
S
 

会
的
使
用
価
値
牛
；産

)

実
現
の
具
体
的
生
産
単
位
、

独
立
採
算
制
を
と
る
社
会
主
義
企
業
の
、

原
価
計
算
の
必
要
性
に
基
づ
く
価
直
計
算
P

こ
め 

の
伛
划
企
業
に
と
っ
て
の
社
会
的
労
働
の
評
量
メ
ヵ
_
ズ
ム
に
と
り
変
っ
た
。

：そ
の
よ
う
な
，
生
産
諸
手
段
の
私
的
所
有

(

ス

論

文

に

お
い
て
は
、
 

所
有
ら
の
交
換
と
し
て
僅
力
に
残
っ
て
U
た
論
点)

と
切
り
は
な
さ
れ
た
"
商
品
生
産
•
価
値
法
則
"

(

あ
る
場
合
に
は
、
商a

g

生
産
と
も
き
り
は
な
さ
れ
た 

価
値
法
則
、<

 
価
値
規
矩
の
い
み〉

前
述)

の
概
念
内
容
の
、
社
会
主
義
饔
に
お
け
る
一
般
的
囊
な
い
し
使
用
は
、

一
般
的
に
、
"
独
自
の
社
会
卞 

義
的
特
性
"

と
し
て
通
っ
て
い
る
。

"
資
本
主
義
商
品
"

と
の
差
別
性
を
、
生
擧
段
の
私
有
の
消
滅
、
露
力
が
商
品
で
は
な
い
と
い
う
.よ
う
な
平
面
的
な
条
件
の
列
挙
に
示
t

i
と
ど
め
、
 

或
1
は
経
済
法
切
の
異
な
っ
た
発
現
の
仕
方(

ラ
ン
.ゲ)

に
還
元
し
、
〃
つ
ま
づ
き
の
石
"
と
し
て
そ
れ
以
上
の
追
求
が
し
ば
し
ば
ぼ
や
か
さ
れ
て
、

る
べ
、
 

い
う
ま
で
も
な
く
、
麗
は
区
別
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
1
、

資
本
唐
的
所
有
の
揚
粢
に
対
す
る
資
本
主
義
的
商
品
生
産
の
揚
棄
、

2
、

私
的
所
有
一
般
の 

揚
棄
に
も
と
づ
く
、
社
会
的
分
業
の
下
で
の
所
謂
商
品
生
産
一
般
の
揚
棄
、
3

,そ
S

U
 く
る
社
会
主
義
的
所
有
の
下
で
の
社
会
的
分
業
と
企
業
の
独
音 

.
算
制
の
下
に
不
可
欠
な
"
価
値
計
算
"
と
個
別
企
業
の
自
主
性
の
強
化
に
伴
う
生
産
物
の
"
価
値
"
実
現
の
問
題〈

市
場
機
構
の
計
画
経
済
に
お
け
る
位
置
づ
ナ
ノ 

レ
-
-

1

ン
は
社
会
主
義
経
済
に
お
い
て
ブ
ハ
丨
リ
ン
の
よ
う
に
.「『

商
品
は
生
産
物
に
転
化
し
て
商
品
の
性
格
を

失
う』

と
い
う
表
現
は
正
確
で
，
t 

V

『

生
産
物』

に
転
化
す
る
の
で
は
な
く
な
に
か
別
の
も
の
、
た
と
え
ば
市
場
を
と
お
ら
な
い
で
社
会
的
消
費
に
は
い
っ
て
い
く
生
産
物
に
転
化
す

る」
(

前 

述
：

D

と
い
っ
て
い
る
が
、
部
門
別
の
み
な
ら
ず
品
種
別
、
製
品
別
に
在
庫
な
く
生
産
物
が
個
別
的
に
社
会
的
需
要
に
応
じ
て

消
費
さ
れ
る
た
め
に

、
"市
場
" 

に
類
す
る
場
が
生
産
企
業
の
効
率
化
に
と
っ
て
、I

I

題
と
な
っ
て
い
る
こ
と
は
周
知
の
如
く
で
あ
る——

o

す
な
わ
ち
、
問
題
は
⑶
の
条
吁
の
下
に
お
け
る 

商
ロa

生
産
と
価
値
法
f

が
本
来
的
贫
提(

私
有)

を
欠
き
、
.従
っ
て
、
そ
の
概
念
内
容
の
転
化
は
特
定
の
社
会
構
成
体
の
下
に

お
け
る
相
違
か
ら
で
は 

な
く
成
立
条
件
を
欠
い
て
い
る
故
に
、
そ
し
て
葉
の
条
件(

⑶)

の

下
で
、
警
の
内
容
を
も
っ
て
量
と
質
両
面
の
生
産
•
分

配

•
消
費
の
計
画
遂
行
に 

存
在
意
義
を
新
た
に
発
現
す
る
と
い
う
理
由
か
ら
説
明
す
べ
き
で
あ
る
と
言
い
た
い
。

他
方
生
産
手
段
の
社
会
化=

=

そ
の
独
占
的
私
有
階
級
に
よ
る
、
.
様
々
の
歴
史
的
形
態
を
と
っ
た
収
奪
そ
の
も
の
の
最
終
的
揚
棄
が
立
論
の
一 

般
的
前
提
と
な
る
と
、
使
用
価
値
生
産
を
目
的
と
し
、
特
定
の
階
級
な
ら
ぬ
社
会
化
さ
れ
た
富
の
投
資
と
消
費
の
割
合
が
計
画
的
に
決

定
さ
れ

る 

/
社
会
主
義
社
会
"

に
お
い
て
は
、

生
産
関
係
の
視
点
が
背
後
に
退
き
、

経
済
法
則
.を
め
ぐ
る
科
学
的
認
識
と
そ
の

体
系
化
に
お

、：て
、
労
鳓

生
産
性
向
上(

資
本
効
率
化)

メ
ヵ
ニ
ズ

ム
の
追
求
が
主
流
と
な
っ
て
く
る
こ
と
は
避
け
ら
れ
な
い
。
投
資
効
率
論
と
国
民
経
済
バ
ラ
ン
ス
論
の

統 

一
と
い
う
形
で
、
各
生
産
部
！T

が
討
画
予
定
さ
れ
た
そ
れ
ぞ
れ
の
生
産
量
を
最
小
の
投
資
で
生
産
し
う
る
よ
う
な
、
投
資
と
産
出
の
検
討
、
更
に 

個
別
企
業
に
と
っ
て
は
フ
ァ
ン
ド
凍
結
を
さ
け
、
機
能
資
本
額
に
対
し
て
最
大
の
生
産
量
と
い
う
よ
り
は
、
計
画
生
產
量
に
対
し
て
必
要
と
認
め 

ら
れ
る
資
本
量
投
下
の
も
と
に
、
最
小
の
生
産
原
価
を
実
現
し
う
る
労
働
生
産
性
向
上
の
メ
力
ニ
ズ
ム(

た
と
え
ば
、
新
投
資
分
の
た
め
の
収
益
一
部 

社
内
留
保)

が
当
面
の
課
題
と
な
ら
ざ
る
を
え
な
い
。

工
業
化
の
進
展
に
よ
る
労
働
生
産
性
.の
均
質
的
向
上
、

経
済
の
規
模
の
巨
大
化
、
組
織
の 

複
雑
化
の
進
行
に
と
も
な
っ
て
、
こ
の
方
向
、
こ
の
展
開
こ
そ
、
ス
タ

ー
リ
ン
論
文
批
判
以
後
の
価
値
法
則
論
争
の
前
述
の
質
的
転
換
の
上
に
立

ち
、
所
謂
新
経
済
政
策
実
施
の
理
論
的
背
景
を
な
す
"
社
会
主
義
経
済
学
の
ル
ネ
ッ
サ
ゾ
ス
"〈

経
済
法
則
そ
の
も
の
の
独
自
的
論
理
の
復
興
-

--

す
で
に
与
え
ら
れ
た
一
般
的
規
定
の
、

又
は
そ
れ
に
よ
る
現
実
の
解
釈
で
も
な
く
、

〃
政
治
経
済
理
論
"

で
も
な
い
-—

>

 

の
論
理
的
前
提
と
考 

え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
こ
に
生
産
手
段
の
私
有
の
揚
棄•

国
民
所
得
分
配
に
お
け
る
i

rr
'

# '
6
ft
'

<

n
 •
資
本
の
自
由
競
争
の
消
滅
が
は
じ 

め
て
実
現
可
能
と
し
た
、
経
済
の
全
面
的
計
画
化
を
内
容
と
す
る
社
会
主
義
経
済
分
析
の
体
.系
は
、
.一
転
し
て
生
産
間
係
視
点
を
捨
象
し
て
も
よ 

い
計
画
経
済
論
一
般
と
お
き
か
え
ら
れ
う
る
現
実
的
根
拠
を
も
つ
よ
う
に
な
る
。
㈡

で
.述

べ

たr

社
会
主
義
経
済
学」

の
転
回
を
集
大
成
し
た
社 

会
主
義
経
済
学
体
系
化
の
こ
こ
ろ
み
が
、
た
と
え
ば
岡
稔
氏
の『

計
画
経
済
論
序
説』

と
し
て
凝
結
し
た
の
も
故
の
な
い
こ
と
で
は
な
い
。
岡
氏 

は
す
で
に
述
べ
た
〃
社
会
主
義
経
済
に
お
け
る
商
品
生
産
と
価
値
法
則
"

を
資
本
主
義
的
私
的
所
有
の
下
に
お
け
る
そ
れ
と
明
確
^

区
別
し
、
 

"
狭
義
の
経
済
学
"

の
終
焉
の
上
に
社
会
主
義
経
済
学
と
し
て
の
計
画
経
済
論
と
、「

於
4

4
称
|」

の
必
要
性
が
強
調
さ
れ
、
.
価
値
計
算
が
原
価 

計
算
と
し
て
前
述
の
よ
う
な
論
理
で
構
築
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
社
会
主
義
経
済
に
お
け
る
〃
商
品
生
産
と
価
値
法
則
"
の
把
握
の
一
般
的
不
明 

確
さ
は
、
更
に
現
実
的
に
も
〃
つ
ま
ず
き
の
石
"
：
と
な
っ
.て
、

そ
の
解
明
が
生
産
手
段
の
異
っ
た
所
有
間
の
.交
換
の
必
然
性
か
ら
離
れ
る(

ス
論 

文
批
判
の
全
商
品
説)

や
、
"
商
品
生
産
.
価
値
法
則
"

論
無
用
•
資
本
係
数
.の
導
入
と
効
率
測
定
、

投
入
、：
産
出
分
析
方
式
援
用
の
"
計
画
経
済 

論
"
，
即
ち
、
最
初
か
ら
資
本
主
義
経
済
と
社
会
主
義
経
済
の
区
別
、
.生
產
手
段
の
私
的
所
有
の
揚
棄
と
経
済
の
計
画
化
の
必
然
性
と
可
能
性
を 

「

社
会
主
義
経
済
学」

の
対
象
と
方
法
㈢
 

ニ

ー

(

四
八
三)



ニ
ニ 

(

四
八
四)

認
め
な
い
、

K

;

,マ
ル
ク
ス
が

.『

資
本
論

』

を
も
っ

.て
〃
批
判
し
た
経
済
学

"
.の
量
的
分
析
そ
の
.も

の

に

す

り

か

わ

り

う

る

点

が

注

意

さ

れ

ま 

な

ら

な

、

で

ぁ

ろ

う
M
 

.ヵ
レ

ッ

キ

の

.

『

社
会
主
義
経
済
学
綱
要

』

.は
そ
の
一
つ
の
例
と
：：み
る

.こ

.と
が
出
来
る
。

又
ソ
ビ
エ
ト
に
お
け
る

5

 

経
済
学
：の
発
展
成
果
の
、
資

本

義

菌

と

の

麗

交

流

の

場

合

の

資

本

主

義

経

済

と

、

I

主

義

経

済

の

蒙

的

前

提

I

質
性
を
無
祝
し
た 

同
次
元
に
お
け
る
展
開
方
式
に
も
他
の
例
を
み
る
こ
と
が
出
来
よ
う
。

こ
の
両
計
画
経
済
論
は
基
本
的
に
異
る
が
、

い
ず
れ
も
、

"
社
会
主
義
経 

済

学

の

ル
ネ
ッ
サ

V
K

"
の
担

.い
手
で
あ
る
点

I

通
性
が

I

。

そ
し
て
そ
の
対
象
と
す
る
と
こ
ろ
は
、
そ
れ
自
体
独

.

U
H
Q

法
則
性
に
賞
ぬ
か 

れ

た

社

会

構

成

体

(

た
と
え

I

唐
の
低
い
段
階
と
し
て
把
握
す
る
に
し
て
も

)

と

し

て

の

社

会

主

證

済

、
唐

諸

手

段

の

葉

的

社

会

化

が

ニ

っ
 

の

形

態

の

下

に

證

し

、
労
働
に
応
じ
て
分
配
を
行
う
労
農
政
権
の
下
に
お
け
る
計
画
経
済
で

f

。

、

こ
の
よ
う
な「

社
会
主
義
経
済
学」
の

形

成(socialist 

e
c
o
n
o
m
i
c
s
)

に
対
し
て
、

中
国
で
は
極
め
て
懐
疑
的
で
あ
る
と
い
う

よ

り

は

出
判
勺 

で
あ
る
。
㈡

で
述
べ
た
よ
う
に
、
中

国

の「

過
渡
期
の
理
論

.

」

で
は
、

「

社
会
主
義
経
済
学

」
(

"
経
済

|

の
ル
ネ
ッ
サ
ン

.ス
")

成

立

の

於

霖

魴

か
 

と
な
っ
て
い
る
、
生
産
手
段
の
社
会
化
の
把
握
に
お
い
て
異
な
る
。
生
産
手
段
の
所
有
が
、.
基
本
的
に
国
有
、
集
団
的
所
有
に
転
化
し
て
も
、
そ 

れ
を
め
ぐ
る
人
と
人
と
の
関
係
の
中
の
私
的
.、
ブ
ル
ジ
严
ァ
的
要
因
は
同
時
に
消
滅
す
f

 

?

は
な
い
。

そ
れ
は
相
当
長
い
間
残
り
、

ィ
デ
才 

ロ
ギ
丨
の
対
立
の
形
で
階
I

争

と

し
て
現
わ
れ
、.
そ
の
中
で
濃
せ
し
め
ら
れ
る
べ
き(

或
い
は
せ
し
め
ら
れ
う
る

)

も
の

.で
あ
る
。

従
っ
て
ヒ 

含

義

#

命
は
重
政
権
の
成
立
、
塞
な
生
産
諸
手
段
の
国
有
化
に
終
る
も
の
で
な
く
、
.連
続
革
命
が
唐
関
係
を
よ
り
共
産
主
義
的
に
肇 

し
て
ゆ
く 

(

I

I

論)

と

考
え
る
べ
き
で
、

そ
の
過
程
は
残
存
し
て
い
る
資
本
主
義

的
要
因
と
増
大
し
て

ゆ

く

共

畫

義

的
•要
因
と
の
間
の
、
 

二
つ
の
道
の
攀
で
あ
る
。
従
っ
て
、
こ
の
社
塗
麗
済
建
設
と
呼
ば
れ
る
時
期
は
、

一
定
の
独
I

法
則
性
を
抽
出
r

る
経
済

蓮

で

は
 

な
く (

た
.と
え
ば
ソ
ビ

H

ト
的
に
い
う

と
社
会
主
義
経
済)

、
共

畫

麗

済

移

行

の

必

要

条

件

が
充
た
さ
れ
た

ば
か
り
で
、
徐
I

に
階
級
闘
争
を
通
じ 

て
そ
のT

-么

条
件
を
し
て
ゆ
く
退
渡
期
で
あ
る
、
と
す
る
わ
け
で
あ
る
。
こ
の
；

g

理
は
特
に
断
わ
っ
て
、
決
し
て
.後
進
性
の
強
い
中
国
の
個 

別
具
体
的
特
殊
性
に
よ
る
も
の
で
は
な
く
、

一
般
的
な
社
会
主
義
経
済
建
設
の
論
理
で

あ

り

(
吳
璉)

、

そ
れ
を
貫
ぬ
く
も
の
は
、
経
済
法
則
の

独
自
的
貫
徹
で
な
く
、
政
治
す
な
わ
ち
階
級
闘
争
•
国

家
•
中

央

•
地
方
権
力
の
プ
ロ
レ
タ
リ
ア
独
裁
の
強
化
を
中
心
と
す
る
文
化
大
革
命
即
ち 

社
会
主
義
教
育
学
習
に
よ
る
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
変
革
、

一
改
’
両

参•

三
結
合
の
革
命
原
理〈

政
治
優
先〉

で
あ
：る
。
生
産
関
係
の
社
会
化
を
単
：な 

る
抒
有
の
法
が
^

換
と
抬
定
し
こ
の
内
在
的
連
続
革
命
の
必
然
性
を
、̂
察
せ
^

、̂
す
.で

に

私

的

所

有

の

揚

棄

：が
.収

奪

の

メ
カ

ー
ー
ズA
を
完
全
に 

払
拭
し
た
と
考
え
て
、

社
会
化
さ
れ
た
社
会
の
自
由
な
、
計
画
的
な
社
会
的
使
用
.価
値
生
産
の
も
つ
.
一
連
の
展
開(

前
述)

の
諸
条
件
が
充
た
さ 

れ
た
と
す
る
こ
と
は(

"
ル
ネ
ッ
サ
ン
ス
"

を
即
時
的
に
認
め
る
こ
と)

、
非
常
に
危
険
な
、
事
実
上
残
存
す
る
資
本
主
義
的
要
因
と
.の
妥
協
：

=
資
本
主 

義
の
復
活
の
容
認
に
通
ず
る
も
：の
と
な
す
わ
け
で
あ
る
。
又
そ
の
よ
う
な「

社
会
主
義
経
済
学」

成
立
一
般
を
、
先
に
述
べ
た
後
者
の
如
き
計
画 

経
済
論
.•一
 

般
と
同
様
な
も
の
と
し
て
考
え
て
し
ま
う
こ

の

立
場
で
は
、
経
済
法
則
の
科
学
的
認
識
と
体
系
化
は
す
ぐ
れ
て
政
治
経
済
理
論
的
分
析 

に
よ
っ
て
の
.み
可
能
で
あ
る
。

こ
の
論

理

は

し
か
し
な
が
ら
、

一
般
論
と
し
て
み
る
と

同
時
に
そ
の
成

立

-に

お

い

て

す
ぐ
れ
て

中
国
的
で
あ
る
こ
と
に

0

を
ふ
せ
る
こ
と
は

来
な
い
。
本
稿
の
前
節
で
极
っ
た

よ

う

に

、

労
働
政
権
確
立
，に
よ
る
中
国
経
済
の
社
会
主
義
経
済
移
行
過
程
.は
、
生
産
力
構
造
か
ら
み
る
と
未 

熟
な
資
本
主
義
.が
解
体
せ
し
め
る
に
茧
ら
ず
、
更
に
外
国
資
本
の
侵
入
に
よ
り
帝
国
主
義
的
贫
配
の
新
た
な
収
奪
機
構
の
支
柱
と
し
て
洱
編
成
さ 

れ
た
半
封
建
的
地
主
制
に
規
制
さ
れ
た
ア
ジ
ア
的
零
細
農
耕
。
資
金
枯
渴
の
小
経
営
、(

平
均
規
模
南
で
十
ム
ー
、
北
で
二
十
ム
_
| 
<
約
七
反
か
ら
一
町 

三
反
な
る
も
施
肥
不
十
分
.収
贵
半
分
強
と
み
て
経
済
的
規
模
で
は
五
反〜

七(§
>))、

南
京
条
約
以
後
の
半
植
民
地
的
な
低
.い
関
税
率
の
下
、
巨
大
な
資
本 

量
を
背
景
に
も
つ
大
外
国
企
業
と
、

金
融
機
閨
を
軸
と
し
て
政
権
を
握
る
前
期
的
独
占
的
性
歡
を
も
つ
官
僚
資
本
企
業
と
の
谷
間
で
、

小
規
模 

(

•一
 

九
三
六
年
に
労
働
者
数
五
〇
〇
人
以
上
の
企
業
は
、.
総
企
業
の
五
%) 

•手
工
業
生
産(

工
業
制
手
工
業
を
ふ
く
め
て
全
生
産
高
の
六
五
％)

と
し
て
存
在 

し
、

一

九
ニ
九
年
の
世
界
恐
慌
収
拾
策
と
し
て
の
ア
メ
リ
カ
の
銀
貿
上
政
策
の
余
波
を
う
け
て
、
遂
に
金
融
：恐
慌
に
吹
き
倒
さ
れ
た
民
族
資
本
.の 

中
小
企
業
の
、
社
会
主
義
的
大
規
模
経
営
組
織
化
の
過
程
で
も
あ
外
た)

。
第
六
表
に
み
る
如
.く
、
そ
の
社
会
主
義
的
組
織
化
が
一
段
^

し
た
一
九 

五
六
年
に
電
力
が
■ア
メ
リ
カ
の
1

1
15
1

、
粗

鋼

が
1

89

と
.

い
う
お
く
れ
た
生
産
力
水
準
に
あ
っ
た
。
第
四
表
に
：み
る
如
く
、

一
九
五
五
年
に
国 

.「

社
会
主
義
経
済
学」

の

対

象

と

方

法

目
. 

二

三

--
NJg
-v
-s
:
^



ニ

四

(

四
八
六)

営
企
業
は
固
定
資
産
の
八
五
•
三
％
を
し
め
、
全
工
業
生
産
物
.の
五
七
•
六
％
を
生
產
す
る
に
至
る
が

、：

全
工
業
従
業
員
の
五
〇

•
九

^
^
、

前 

資
本
主
義
的
単
独
小
経
営
に
.属
し
て
い
る
と
い
う
後
進
的
状
況
で
あ
っ
た
。
' r

ソ
ビ
ユ
ト
.
.の
十
月
革
命
前
夜
に
.お

い

て

、

五
ヒ
の
大
規

 

模
工
場
の
労
働
者
が
全
労
働
者
の
五
.四
％
を
し
め
て
.い
た
生
産
の
集
中
度
と
対
|1
§
_」

'
で
先
る
。
そ
こ
で
中
国
経
済
の
社
会
主
義
経
済
建
^

t
、
 

古
典
的
命
題
が
措
定
し
た
"

資
本
主
義
が
.全
部
門
に
お
い
て
塵
に
発
展
し
、
生
産
が
集
中
•
藤

し

、
権
力
の
移
行
に
よ
り
、
所
有
が
転
換
す 

る
こ
と
で
生
筆
段
を
社
会
が
掌
握
し
た
論
度
の
，社
会
的
生
産
力
の
発
展
を
内
容
と
す
る)

、

〃
社
会
主
證
済
"

の
到
来
と
V

一
 

般
的
規
定
の
み 

Z

ら
ず
ソ
ヒ
エ
ト
経
済
の
移
行
矿
後
の
社
会
的
生
産
カ
の
発
展
レ
べ
ル
と
も
大
幅
な
相
違
が
あ
り
、
そ
の
主
な
る
根
源
は
、
所
謂
ァ
ジ
ァ
カ
生 

産
様
式
論
命
に
み
ら
れ
る
ァ
、シァ
モ
ン
ス

I

ン
地
帯
の
生
産
関
係
の
.歴
史
的
独
自
性
に
規
定
さ
れ
た
.停
滞
的
生
産
力
構
造
、
更
に
お
く
れ
た
未 

S

資
本
囊
形
成
に
か
ぶ
せ
ら
れ
た
十
九
世
紀
以
降
の
帝
麗
義
支
配
の
下
に
お
け
る
半
董
地
体

制

の

一一

つ

に

求
め
ら
れ
る
。
そ
し
て
そ
の 

よ
う
な
中
国
経
済
の
存
在
_
体
こ
そ
が
、

世
界
資
本
主
義
経
済
発
展
.の
矛
盾
の
中
で
社
会
主
義
経
済
に
移
行
せ
.ね
ば
.な
ら
な
か
っ
た
必
然
性
の
洞 

察

に
/
新
民
主
主
義
革
命
"

の
独
創
性
が
あ
り
、
そ
の
理
論
を
現
実
的
に
実
現
し
た
と
こ
ろ
の
、

中
国
社
会
義
経
済
建
設
の
功
績
と
成
果

(

国 

民
所
得
の
増
大
と
構
造
変
化
、
第
二
表
参
S

は
何
人
も
疑
う
こ
と
が
出
来
な
い
。

し
か
し
そ
の
、

帝
国
唐
支
配
以
後
の
も
る
も
ろ
の
生
産
関
係 

を

陶

汰

し
r

し
い
社
会
的
生
産
力
構
造
を
創
り
出
す
資
本
の
働
き
の
緩
漫
な
、
し
か
も
半
植
民
地
的
に
苒
編
成
さ
れ
た
、
お
く
れ
た
社
会
構
造 

の
社
会
義
へ
の
移
行
理
論
の
創
造
的
成
果
は
、
⑴
申
し
送
ら
れ
た
低
い
生
産
力
水
準
、
⑵
新
民
主
義
的
革
命
方
式
に
よ
る
、
社
会
主
義
建
設 

途

上

の「

資
本」

関
係
の
限
定
的
に
せ
よ
、
否
む
こ
と
の
出
来
な
い
容
認
i

定
息l

g
、

⑶

⑴

に
よ
る
企
業
数
の
寡
t

疆

の

零

細

性
• 

低
V

生
産
力
水
準
か
ら
し
て
社
会
的
生
産
の
進
展
上
か
ら
も
資
本
主
義
企
業
維
持

.の
意
味
が

あ

り(「

国
家
資
本
主
義
を
利
用
し
て
社
会
主
義
へ

」

レ
ー 

ユ
ン)

そ
の
上
国
営
企
業
の
管
理
組
織
に
麗
営
者
を
入
れ
て
こ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
諸
事
情
、

Q

社
会
主
義
建
設
方
向
.で

の

解

決

が

、

.
独 

自
が
意
味
を
も
っ
て
完
結
せ
し
め
ら
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。
前
節
で
明
ら
か
に
し
た
よ
う
に
、
国
営
企
業
数
、
規
模
、
生
産
額
の
絶
対
的
増
大
、
財 

政
収
入
に
占
め
る
固
営
企
業
収
人
の
比
率Q

増
大
が
、
唐

部

門

に

お

け

る

社

会

襄

ウ

ク

ラ

-
ド
の
決
定
的
な
位
置
禀
し
て
い
る
に
も
拘
ら

ず
、
前
出
の
⑵
項
が
⑴
項
と
結
び
つ
い
て
社
会
主
義
的
再
生
産
確
立
後
も
⑶
の
意
義
を
持
ち
、
更
に
、
そ
の
社
会
主
義
ゥ
ク
ラー

ド
の
担
い
手
た 

る
国
営
企
業
の
管
理
構
造
そ
の
も
の
の
中
に
、
単
独
責
任
制
と
し
て
も
、
経
営
能
力
者
と
し
て
旧
経
営
者
的
系
譜
を
否
定
出
来
な
か
っ
た
事
態
に 

対
し
て
、
国
営
企
業
と
し
て
中
央
か
ら
幹
部
が
入
る
と
い
う
国
家
権
力
と
生
産
機
関
の
直
結
方
式
、
両
参
：一
改
三
結
合
の
、
労
働
者
の
経
営
管
理 

参
加
、
経
営
管
理
者
の
労
働
参
加
、
管
理
者
•
労
働
者
の
経
営
管
理
上
の
共
同
解
決
方
向
を
う
ち
出
す
と
い
う
、

問
題
の
公
私
共
営
企
業(

中
国 

独
自
の
資
本
主
義
企
業
改
造
の
過
渡
的
形
態)

以
前
の
、
資
本
主
義
的
ゥ
ク
ラ
ー
ド
の
亡
霊
の
残
存
が
忘
れ
ら
れ
て
は
な
ら
な
い
。
私
企
業
が
公
私
共 

営
化
に
よ
っ
て
労
働
生
産
性
が
増
大
し
、
か
え
っ
て
所
得
が
増
大
し
、
〃
労
資
両
利
"
、
〃
資
本
の
所
有
制
の
保
護
"

(「

憲
法
第
十
条

」)

の

恩

恵

を

後 

々
.ま
で
確
認
し
た
〃
民
族
資
本
家
"

が

(

そ
れ
が
.公
私
共
営
化
を
よ
く
す
す
め
た
と
い
わ
れ
る)

、

そ
の
生
産
手
段
の
所
有
者
た
る
こ
と
を
や
‘め
、

〃
サ 

ラ
リ
ー
マ
ン
化
"

(

関
務
院
関
于
在
公
私
合
営
企
業
中
推
行
定
息
弁
法
的
規
定)

，し
た
と
し
て
も
、
定
息
取
得
が
一
九
—)
L，
ハ
ー
一
年
に
は
、
自

願

(

自
発
的
中
入 

れ)

の
形
で
打
ち
切
ら
れ
よ
う
と
の
予
測
に
反
し
、
前
述
の
よ
う
な
状
況
の
中
で
.延
長
が
繰
り
返
さ
れ
る
時
、
生
産
機
構
の
中
に
お
け
る
私
的(

そ 

れ
は
放
任
す
れ
ば
資
本
主
義
的
に
発
展
す
る)

フ
ァ
ク
タ
ー
の
残
存
は
、
更
に
本
質
的
に
無
視
出
来
な
い
も
の
'と
見
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。

一
九
六
五
年 

秋
の
文
化
大
革
命
途
上
の
暴
露
で
も
、

一
年
間
の
一
労
働
者
所
.得
平
均
の
七
〇
倍
以
上
の
定
息
所
得
を
う
け
取
る
"
民
族
資
本
家
"
達
の
健
在
を 

つ
た
え
て
い
る
。

上
海
の
資
本
家
架
毅
仁
ら
が「

三
年
以
内
に
自
分
，で
働
い
て
食
う
勤
労
者
に
な
る」

と
い
っ
た
二
九
五
八
年
二
月
の
人
民
代
表 

大
会
第
五
次
会
議)

こ
と
、
そ
し
て
そ
の
と
き

、

世

の

，
大

勢

は
.
"定
息
の
打
®

り
に
よ
る
資
本
主
_

の
蕋
本
的
終
息
は
遠
く
あ
る
ま
い
〃
と
考
え
て 

い
た
こ
と
は
、

記
憶
に
新
し
い
に
も
拘
ら
ず
。

紙
数
，の
関
係
で
人
民
公
社
の
側
面
を
殆
ん
ど
扱
わ
な
か
っ
た
が
、

こ
れ
ら
の
背
後
に
は
人
口
数
• 

七

割

(

第
一
表)

に
及
ぶ
広
大
な
農
村
の
、
土
地
；
生
產
手
段
は
集
団
化
.
社
会
主
義
化
し
た
も
の
の
経
営
管
理
方
式
に
お(

1'
1

^
私

的

(

資
本
主
義 

を
展
望
す
る
小
商
品
生
産
渚
的)

フ
ァ
ク
タ
ー
の
広
巩
な
存
在
が
認
め
ら
れ
う
る
と
す
れ
ば
、
.
中
国
経
済
に
お
け
る
社
会
主
義
経
済
建
設
の
政
策
立 

論
の
た
め
の
理
論
と
し
て
生
産
手
段
の
社
会
化
が
階
級
対
立
を
消
滅
し
、.
労
働
生
産
性
向
上
の
メ
ヵ
-
ズ
ム
中
心
の
.、
そ
れ
自
体
独
自
の
ジ
ャ
ン 

ル
を
も
っ
た
、
計
画
経
済
論
と
し
て
の「

社
会
主
義
経
済
学」

の
成
立
を
、

〃
経
済
理
論
の
ル
ネ
ッ
サ
ン
ス
"
と
し
て
受
入
れ
る
こ
と
は
出
来
ま 

「

社
会
主
義
経
済
学」

の
対
象
と
方
法
㈢
 

ニ

五

(

四
八
七)
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ニ

六

(

四
八
八)

い
。
す
べ
て
の
生
産
手
段
が
国
有
化
し
て
も
資
本
主
義
経
済
の
存
続
と
発
展
が
論
理
的
に
可
能
な
よ
う
に
、
生
産
手
段
の
社
会
化
•
国
有
化
一
刃 

の
完
了
が
社
会
I

経
済
の
到
来
を
告
げ
る
指
標
で
あ
っ
て
も
'、不
変
の
指
標
で
あ
る
と
い
う
こ
と
は
出
来
な
い
。
労
證
産
性
の
向
上
、社
会
的 

生
産
力
の
増
大
は
た
し
か
I

含

鐘

済

.

1

1
支
I

も
の
2

り
、
I

主
f

.
い
う
、
本
来
I

会
主
義
.の
證
へ
む
か
わ
し
め
る 

原
動
力
で
は
あ
っ
て
も
、.中

！
！

経
済
の
.よ
う
に
現
実
的
に
社
会
主
義
経
済
建
1

上
に
資
本
襄
的
フ
ァ
ク
タ

丨
の
.残
存
し
、
自
己
発
展
の
可
能 

性
を
も
っ
て
い
る
'と
こ
ろ
I

、
未
だ
も
っ
て
現
実
的
I

級
闘
争
I

し
く
存
在
し
、
む
し
ろ
そ
れ
を
通
じ
て
社
会
襄
経
済
の
建
設
が
お
し 

す
す
め
ら
れ
る
か
ら
、

こ
の
時
"
政
治
は
優
先
"

し
、

政
治
経
済
理
論
が
指
導
的
と
な
ら
ざ
る
を
え
な
い
。

孫
冶
方
に
代
表
さ
れ
る
、

中
国
の 

「

社
会
主
義
経
済
学」

の
主
張
者
の
後
退(

㈡)

は
こ
の
意
味
で
説
明
さ
れ
え
よ
う
。
i

^

s

 

.

ブ
ル
ジ
ョ
’
ア
的
フ
ァ
ク
タ
丨
の
残
存
し
て
、
 

る
と
こ
ろ
ほ
ど
効
果
を
も
つ
。
じ
か
も
中
国
の
よ
う
に
、
.社

盡

肇

命

途

上

で

農

民

の

土

地

私

有

が

実

現

し

、
•
社

会

主

屋

済

建

證

上

に

資
 

本
襄
フ
ァ
ク
タ
丨
そ
の
も
の
が
残
存
し
て
い
る
よ
う
な
、：
"
社
会
主
義
経
済
"

に
お
い
て
.は
、.
む
し
ろ
反
社
会
主
義
的
、

私
利
私
欲
追
求
と
い 

う
プ
チ
ブ
ル
的
モ
チ
丨
フ
と
結
び
つ
き
う
る
。
資
本
主
義
の
高
度
な
発
展
が
、
資
本
主
義
的
大
企
業
を
十
ら
侧
面
的
に
社
会
化
せ
ず
に
お
か
な
い 

と
い
う
、
い
わ
'ば
本
来
的
な
、
資
本
主
義
の
発
展
が
歴
史
的
に
果
す
べ
き
生
産
の
社
会
化
、
議
の
社
会
化
に
達
せ
ず
に
社
会
主
義
に
移
行
せ
ざ 

る
を
え
な
か
っ
た
、
あ
の
創
造
的
展
開
の
、
補
完
部
分
と
し
て
、
.
そ
C

で

は
"
社
会
主
義
的
警
運
動
"

が
.位
置
づ
け
ら
れ
ね
ば
な
ら
な
く
な
っ 

た

こ

の

方

式

は

、
し
か
し
、
社
童
璧
済
の
発
展
段
階
の
違
い
で
は
あ
る
ま
い
。
む
し
ろ
、
霞
主
義
に
お
け
る
金
融
資
本
の
世
界
支
配
の 

メ

ヵ

ニ
ス
ム
の
中
で
資
本
義
の
議
が
相
対
的
に
お
く
れ
、
更
に
絶
対
的
に
お
く
ら
さ
れ
、
そ
の
矛
盾
の
中
で
社
会
主
義
に
移
行
す
る
必
然 

性
力
与
え
ら
れ
た
国
々
か
ら
社
会
主
義
経
済
建
設
を
は
じ
め
る
と
す
れ
ば
、.
社
会
的
資
本
の
集
中
•
集
積
、
プ

ロ

レ

タ

リ

ア

ー

ト

の

支

配

り

存

左 

と
社
会
化
さ
れ
た
諸
機
能
、
そ
れ
を
反
映
す
墓
会
化
さ
れ
た
意
；1
の
形
成
の
十
分
な
い
と
こ
ろ
で
の
社
会
義

證

の
方
式
が
、
現
段
階
.に
お 

t

て
は
む
し
ろ
一
般
性
を
有
し
，て
い
る
と
い
え
る
か
ら
で
あ
る
。

し
か
し
、
中
国
経
済
も

社
会
主
義
経
済
で
あ
る
。
右
の
よ
う

.な
諸
事
情
が
基
本
的
に
存
在
す
る
に
せ
よ
、
生
産
の
目
的
は
計
画
的
な
社
会
的
览

用
価
値
の
生
産
で
あ
り
、
経
済
核
算
制
の
下
で
実
現
し
て
ゆ
く
か
言
り
、
"
経
済
理
論
の
ル
ネ
ッ
サ
ン
ス

"

を
要
請
し
た
背
景
が
当
然
存
在
す
る
。
 

そ
の
方
向
は
、
親
礎
過
程
と
し
て
は
、
技
術
革
.命
、
設
計
！：R
理
革
命
を
打
.ち
出
し
て
大
規
模
生
産
、
各
部
門
の
均
衡
的
発
展
が
漸
く
軌
道
に
の
り 

出
し
、
農
村
電
化
に
よ
る
農
村
構
造
の
変
化
が
一
段
落
す
る
か
に
見
え
る
第
三
次
五
ヶ
年
計
画(

一.九
六
六
年
よ
り)

の
終
了
を
契
機
と
し
、
構
造 

的
に
は
社
会
主
義
ゥ
タ
.ラー

ド
の
強
化
、
資
本
主
義
フ
ァ
ク
タ
ー
の
.弱

体

化(

文
化
大
革
命
遂
行)

の
中
で
、
労
働
生
産
性
向
上
の
メ
力
ニ
ズ
ム
が 

追
求
さ
れ
、
そ
の
論
理
が
独
自
の
ジ
ャ
ン
.
ル
を
形
成
せ
ず
に
は
お
ら
れ
ま
い
。
し
か
し
、
中
国
に
お
け
る
"
経
済
理
論
の
ル
ネ
ッ
サ
ン
ス

"

は
、
 

如
何
な
る
形
に
せ
よ
、
以
上
の
よ
ぅ
な
理
由
で
第
一
段
階
に
お
い
て
は
政
治
経
済
理
論
と
の
、
.二
者
の
た
え
ざ
る
統
一
と
し
て
現
わ
れ
て
く
る
で 

あ
ろ
ぅ
と
思
わ
れ
る
.の
で
あ
る
。

(

注
1)

拙
稿「

生
産
合
作
社
の
成
立
と
農
業
生
産
力
構
造
の
変
化」

ァ
ジ
ア
経
済
研
究
所
、

石
川
滋
編『

中
国
経
済
発
展
の
統
計
的
研
究』

爪
、
第
五
章
。
 

(

注
2

拙

稿「

社
会
主
義
経
済
建
設
に
お
け
る
後
進
国
型
と
そ
の
中
国
的
展
開

」
「

三

田
学
会
雑
誌

」

第

五

十

八巻
第
三
号
。

.

(

注
3)

趙
文
芫「

新
中
国
的
工
業」

：
九
頁
。
前
掲
、.
中
華
人
民
共
和
国
国
家
統
計
局
工
業
統
計
司
編『

我
国
鋼
鉄』

…
…

四
、

三
八
、
八
0
、
一
 

〇

七

頁

。
 

(

注
，4)

利
潤
分
配
の
変
化
。
⑴

一
九
五
〇
年 

一
二
月
の
〃
私
営
企
業
暫
行
条
例
"

こ
の
定
額
配
当
は
、
旧
中
国
の
高
利
贷
資
本
の
ニ
蜇
配
当
の
名
残
り
と
み
ら 

れ
て
い
る
。
.(

株

主

特

別

配

当
60
%)

⑵

一

九
五
四
年
九
月
、「

公
私
合
営
工
業
企
業
暫
行
条
例」

四
馬
分
肥
で
は
出
資
者
の
利
益
が
制
限
さ
れ
、
利
潤
は
国
家(

税
金)

、
資
本
家
、
企
業
、
労 

働
者
の
四
渚
に
分
配
す
る
。

.

⑶

一
九
五
六
年
二
月
、

「

公
私
合
営
企
業
で
定
息
弁
法
の
実
施
に
関
す
る
規
定」

(

前
節
参
照)

。

(

注
5)

拙
稿「

中
華
人
民
共
和
国
産
業——

農
業」

、
ァ
ジ
ァ
政
経
学
会
編「

中
国
政
治
経
済
綜
覧」

昭
和
四
十
一
年
度
版
、
四
百
十
一
頁
以
下
。
特
に
ア
ジ
ア 

的
零
細
.農
耕
と
社
会
主
義
的
長
期
集
団
化
計
画
に
つ
い
て
。

本
稿
㈢

は
昨
年
九
月
.東
大
、
東
洋
文
化
研
究
所
、
中
国
現
代
班(

主
.任
、
福
鳥
正
夫
教
授)

の
研
究
員
分
担
報
告
、
並
び
に
十
月
の
土
地
制
度
史
学
会
、
 

秋
季
学
術
大
会
に
お
け
る
報
告「

中
国
に
お
け
る
闺
家
資
本
主
義
に
つ
.い
て」

に
基
づ
い
て
作
成
し
た
。_

㈡

に
記
し
た
経
済
理
論
学
会
、
及
び
上
記
の
土
地 

制
度
史
学
会
、_
研
究
会
報
告
に
賜
わ
っ
.た
御
数
示
に
深
く
謝
家
を
表
し
た
.い
"
：

'

へ“

「

社
会
主
義
経
済
学」

の
対
象
と
方
法
㈢

.

.
 

ニ

七

(

四
'
九)


